
図－1  青森管内位置図 

図－2  年度別累計降雪量 

携帯回線を利用したLED標識による通行止め振分け作業の省略化 
 

田口 雄平＊1 

 
１． はじめに 

 ㈱ネクスコ・メンテナンス東北 青森事業所は青森県平川

市碇ヶ関から八甲田山の山裾を這うように緩やかに陸奥湾に

向かい、縦断を下げつつ北上し、青森ICに至る48.8kmの東北

自動車道と青森ICから分岐し、青森東ICに直結する15.6kmの

青森自動車道の管内合計64.4kmの維持修繕業務を行っている。 

 冬季の気象は、北方的気象特性で、大陸から吹き込む北西

の季節風が厳しく、その通り道には岩木山、八甲田山と約

600mの津軽山地があり、これらの山々で迂回及び遮断される

ことにより、当管内の特に浪岡IC～青森東IC間に吹雪・豪雪

をもたらす状況となっている。この区間に位置する青森ICは

累計降雪量が約1000cmを記録するほどの豪雪地帯であり、視

界不良などの気象やそれに関連する交通事故による通行止め

が発生している。通行止めになると、お客さまへの情報提供

として、A・B・C型情報板にて情報提供される。次に、当該

区間へ一般車が流入しないように交通管理隊や高速隊が本線

規制により強制流出が実施される。一方、端末ICでは上下線

の片方が通行止めとなっていないために、通常どおり流入し

てくる車と、B型情報板で通行止めを知らずに流入して来る

車があり、これらの車を誤流入防止のために振い分けをする

必要がある。青森管内では長年にわたり、この作業をメンテ

東北が担当し要員を配置してきたが、平成24年度の雪氷対策

作業から携帯回線を利用した大型LED標識をIC料金所入口に

設置することで、この振い分け作業の省略化を図ったので、

その成果を報告するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．振い分け作業の必要性と問題点 

お客さまは高速道路を一般道と違い、冬期であっても除雪

が行き届き、通行止めになることはないのではないかと思わ

れている方や、ETC の普及により IC 入口では、カードを挿

入する行為などで、B 型情報板に気が付かないお客さまのた

め、誤流入を防止する為に振い分け作業が必要になる。 

その振い分け作業とは、上下線の片方が通行止めとなって

いない場合や一定の区間のみの通行止めとなる場合に料金所

が閉鎖しない為、料金所の手前で一台一台確認をとり、通行

止めではない本線方向へ進行させる車と通行止め区間を利用

する予定だったお客さまを Uターンさせるように誘導する作

業である。 

しかし、振い分け作業にも難点がある。それは通行止めの

発生は突発的な時が多く、その都度現地に作業員を配置しな

いといけない為、初動に時間が掛かる。通行止め時のメンテ

東北の役割は、吹雪・豪雪など気象による通行止め要因を早

期に取り除くことである。したがって、本線路面の除雪や凍

結の排除、IC・SA・PAのランプや駐車場、ICの料金所から

アクセス道路側の作業があり、それらの優先度の高い方から

の作業がある中、急遽振い分け作業の指示があると、何れか

の作業が後回しになり、場合によっては通行止め時間の延長

になる。また、振い分け作業は通行止めと同様に終了時間が

読めない為、吹雪による通行止め時は、ホワイトアウトによ

り前方が見えない時に、料金所手前で一人立ちする作業で、

過酷な環境である。 

 

＊１ ㈱ネクスコ・メンテナンス東北 青森事業所 

cm 
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図－4 LED標識設置箇所 

図－3  振分け作業 

図－5  延時間別通行止め回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これらの問題を改善する為に携帯回線を利用したLED標識

による情報提供に置き換えた。そこで求められる性能は遠く

からでもドライバーの目線でしっかり写り、わかりやすい標

示であること。遠方制御が素早く可能であること。表示する

文字や内容が従来情報板の機能と同等以上であること。故

障・トラブルに対する耐久性能があること。また、吹雪時で

もLED標識表面に着雪がないこと等が挙げられる。これらの

条件を必須として導入を考えた。 

次にLED標識の設置箇所を図－4に示す。青森管内では大

鰐弘前IC、黒石IC、浪岡IC、青森中央ICの各ICに1基ずつ設置

している他に、下り線の大鰐トンネルの坑口に1基、下り線

浪岡IC～青森ICの区間に2基と計7基設置している。ICに設置

してある標識は普段でも使用しており、ETC挿入の確認等の

標示で情報提供している。本線上の設置箇所は事故が多発し

ている箇所や線形の悪いカーブやサグ部等の箇所で字幕にて

車間や走行スピードに関する注意喚起をしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．結果 

3.1 通行止め状況 

 図－5に延時間ごとの通行止め回数をまとめる。図を見る

と平成24年度の当管内の通行止めは39回行っており、吹雪や

事故による通行止めはその内の37回となっている。一回当た

りの延通行止め時間は2時間未満の時もあれば、悪天候が長

引いて10時間以上の通行止めとなる日もあった。延通行止め

時間の平均は約7時間ほどである。今冬は10時間以上の通行

止めが多く、本来ならば長時間の振い分け作業を行わなけれ

ばならない為、非常に過酷な状況である。この携帯回線の

LED標識を使用することで、振い分け作業を省略化でき、コ

スト削減や作業員の負担を減らすことが出来たといえる。ま

た、限られた雪氷作業要員を振い分けに裂く必要が無くなり、

除雪等作業に専念できることで除雪作業の初動から通行止め

解除時間の短縮に繋がった。 
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写真－1 日中のLED標識設置状況 

写真－2 夜間のLED標識設置状況 

写真－3  LED標識情報伝達の流れ 

3.2 視認性 

 視認性においては標示面がドライバーの目線の高さであり、

文字も大きい為、昼夜問わず視認性は良好であった。さらに

吹雪時や日差しの強い時でもLED標識の字幕を視認出来、早

期による状況把握が可能であった。また、標識上部に付属し

ている黄色のLED標示は警告灯の役目を果たし、注意喚起の

点で非常に役に立った。他には画面に表示できる文字数には

限りがあるが、それを補うためにブリンク標示やアニメーシ

ョンによる標示で対応が出来るので多岐の用途に利用出来る

と思われる。 

3.3 耐久性 

 平成24年度からLED標識を設置しているが、大きなトラブ

ルは一度も無く、故障も無かった為、気象の変化に強いとい

える。フレームに関しては、冬期間に凍結防止剤を散布する

ことから錆びるのではないかと懸念していたが、錆びること

はなく、特別にメンテナンスを施すという事象は無かった。 

また重量もある為、簡単に移動させることは出来ないが、強

風時でも転倒することも無かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 操作性 

 情報送信はノートパソコンと専用の端末に接続してある携

帯電話から発信される。各ICに配置されているLED標識にも

同じく携帯電話が装着されており、電話による発信・受信で

情報伝達される仕組みとなっている為、迅速な対応が可能と

なった。このLED標識は決められた文字の標示に縛られるこ

となく、自由に一マス16×16のドットを調整することができ

るので多岐の用途に対応出来る。さらに一度入力した標示も

登録出来るため、当管内では緊急時に迅速な対応が出来るよ

うに予め区間等の標示を100パターン程度登録している。ま

た、C型情報板は通行止めの区間を標示し、上下線の標示は

していないが、LED標識ではブリンク標示で上下線、区間、

通行止めの標示も対応出来、さらにC型情報板に比べて具体

的な標示も出来る。これら一連の操作は、一人でも行うこと

が出来ると同時に早期情報伝達が可能となった。さらに正確

性・迅速性を向上させる為に、マニュアルを作成し、緊急時

に誰でも操作できるような取り組みも実施した。 
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表－1 作業比較 

写真－4 標示一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5 作業比較 

 振い分け作業とLED標識による情報提供を比較してみると、

表－1に示す結果となった。振い分け作業については通行止

めの準備指令通達から各ICの料金所前に作業員を配置するま

でおよそ30分という時間を要する結果となっているが、LED

標識による情報提供は防災対策室に常駐している管理員によ

ってスムーズに操作され、設置してある標識全ての標示を切

り替えるのにおよそ5分という結果となった。その為、除雪

作業や凍結防止剤の散布作業に取り掛かる時間が早まり、通

行止めの早期解除が可能となった。 

 経済性に関しても効果があり、振い分け作業については各

IC一箇所の時間当たりの金額が1120円となっており、LED標

識による情報伝達の金額が時間当たり170円という結果とな

った為、コスト削減が達成出来たといえる。尚、H24年度冬

季の通行止め時間合計が286時間であった為、本来ならば、

過酷な環境での振い分け作業を限られた作業員で行っていた

ことになるが、LED標識の導入により、作業員の負担も軽減

出来たと考えられる。 

４．課題 

 今回設置しての課題となる点も見つかった。それは、信号

待ちで一気に流入してくる時である。これは青森中央ICで起

こった事例であるが、このICにおいてはIC手前がすぐ交通量

の多い交差点となっており、信号で待機しているお客さまが

信号の切り替わりと同時に先頭車両に続き次々と後続車が流

入してきた為、先頭車両やそれに続くお客さまがUターン出

来ずに誤流入してしまうケースがあった。さらにカーブの上

り勾配になっている為、完全に曲がり切ってからでないと目

視確認をする事が出来ない。よって、LED標識の設置位置を

信号待ちの状態からでも見えるような位置に移動することを

検討しなければならない為、その地域や環境に適した配置を

今後検討する必要がある。 

他には、料金所前が無人となり人力による対応で無くなる

ことである。これについては、苦情が無かったものの、お客

さまに対しての高速道路の情報提供が間接的になる為、直接

情報を聞き出したい方にとってはサービスの低下も考えられ

る。今後無人の状態でも誤流入及び不安にさせない為の標示

を検討していく必要がある。 

 また、LED標識本体の重量が容易に移動できる重さではな

い為据え置きという形で設置しており、今冬は移動させるこ

とはなかったが、緊急時に移動させて使用したい場合に困難

となる。ユニックを使用して移動させることも可能だが、そ

の場合電源を供給できる場所を選定しなければならないこと

が分かった。 

 

５．おわりに 

振り分け作業省略化の為、携帯回線を利用したLED標識を

平成24年度の雪氷対策作業より採用したが、課題で述べたと

おり、当初これを実施することで料金所前が無人になってし

まい、お客さま一人一人の質問に応えられないことを懸念し

ていた。しかし、お客さまの声や料金所等への苦情がないこ

とから、この省力化の取り組みは成果あったものと判断出来

る。特に作業員を確保できたことや、初動に30～50分程度か

かる欠点を考慮した場合サービスアップにも寄与したものと

考えられる。これからの展開として、このLED標識を休憩施

設にも設置を検討し、事故や通行止め、工事等の情報をお客

さまに提供出来たらいいと考えている。さらに青森管内末端

の休憩施設で、他管内の情報掲示するとサービスの向上に貢

献できると考えられる。その為には、作業員や他管内との連

携が重要になる為、これまで以上に一体となる必要がある。

したがって、今後も効率的な標示を検討していき、お客さま

が安全・安心・快適、そして便利に利用できる環境を提供す

ることを第一とし、それに合わせて安全な雪氷作業が出来る

職場環境の向上に努める計画である。 

 振い分け作業 LED標識 

初動時間 30～50分 5分 

現地作業員人数 各IC1人 0人 

金額 時間あたり1120円 時間あたり170円 

(通行止め時間合計) 
286時間分 

320,320円 48,620円 
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＊1 株式会社 ネクスコ・メンテナンス新潟 湯沢事業所（小出分室）保全課 
＊2 東日本高速道路 株式会社 管理事業本部 SMH 推進チーム 

＊3 株式会社ネクスコ・メンテナンス新潟 技術管理部 

雪氷期における中分雪堤処理の効率化 

 

西 信衛＊1  五十嵐 祐貴＊2  平沢 博宣＊1  大倉 孝雄＊3 
 
１．はじめに 

東日本高速道路㈱湯沢管理事務所の管理路線である関越

自動車道 小千谷 I.C～水上 I.C 間は，豪雪地帯として全国的

に有名な魚沼・南魚沼地域を通過している．同管内の降雪

量は新潟県内の高速道路路線随一である．湯沢管内の昨年

度の年間累計降雪量は，最も多い箇所で 2,311cm（土樽基地）

であり，「冬の関越自動車道」の交通を如何に維持・管理す

るかが重要な課題となっている．そのような状況の中で，

高速道路本線上の除雪作業に伴い中央分離帯（以後，「中分」

とする）に発生した雪堤の崩壊現象（以後，「雪堤くずれ」

とする）への対応が特に問題となっている．雪堤くずれは，

3 月頃の終冬季においてはかなりの頻度で発生しており，さ

らに，雪堤くずれは追越車線をふさぐような形状になるこ

とから，重大事故に直結する可能性がある．実際に H23 年

度においては，雪堤くずれが原因と考えられる重大な交通

事故も発生している．したがって，雪堤くずれが発生する

前に雪堤を処理する事前対策的な作業を行うことが非常に

重要となっている． 

そこで，今回は，中分の雪堤くずれへの対応作業である

「中分雪堤処理作業」について，現状作業の問題点を把握

し，作業効率化について検討・試験した内容を報告する． 

 

２．中央分離帯の雪堤くずれ状況 

 実際に雪堤くずれが発生したときの状況を写真1に，H23

年度の雪堤くずれの回数と積雪量・最高気温の関係を図 1

に示す． 

 図1より，雪堤くずれは積雪量が 150cm 以上，日最高気

温が 3℃以上になると，発生しやすい傾向にあることが分か

る．したがって，2 月末から 3 月中旬頃の終冬期において，

特に注意が必要である．また，図1をみると，雪堤崩れは，

厳冬期である 1 月中であっても，近年の温暖化傾向により

一時的に寒気が緩み最高気温が上昇したタイミングでに発

生していることがわかる． 

 前項でも記述したが，雪堤くずれの発生は重大事故につ

ながる可能性が高いため，雪堤が崩壊する前に事前処理す

る作業が重要である．しかし，厳冬期であると気象条件に

よる制約や，通常の除雪作業との兼ね合いから従来型の事

前対策作業を行うことが難しい状況となっている．このよ

うな状況を鑑みても，中分雪堤の処理作業の改良・効率化

がますます必要である． 

 

３．作業方法の検討 

基本的に雪堤くずれを防止するためには，事前の雪堤処

理（予防対策）が最も効果的である．従来の雪堤処理作業

の流れを以下に示す； 

① 除雪車フロントプラウに取り付けられている雪堤

切りアタッチメントによる雪堤形状整形 

② 該当区間の路肩側雪堤除去作業（次作業である中

分雪堤処理作業時，上下線ともに追越車線の規制

を行う．その際，一般車が通行する幅員を確保す

写真1 雪堤くずれの状況 

 

図1 H23 年度 雪堤くずれと積雪量・気温の関係 
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るため） 

③ 重機等による中分雪堤処理作業 

まず，①については，従来の雪堤切りアタッチメント（以

降，「アタッチメント」とする）の構造では，「きのこ状」

になった雪堤の笠の部分を切る程度しかできず，効率的な

雪堤処理とは言い難いものであった．②の路肩雪堤処理は，

次作業である中分雪堤処理作業の前作業として行うもので

ある．中分雪堤処理作業は上下線ともに追越車線規制を張

って行うため，一般車が通行する幅員確保を目的として行

う．中分雪堤処理を行う当日の朝までに実施し，路肩の余

裕幅が確保できなければ，上下線の追越車線規制を行うこ

とができないため，確実に実施することが必要がある．路

肩の余裕幅を確保後，③の中分雪堤処理作業となる．本作

業は，ダンプトラック（DT），バックホウ（BH），トラクタ

ショベル（TS）およびロータリー（RT）を用いて，雪堤を

くずし，運搬する．作業人員は，上下線合わせて 30 人以上

必要になり，1 区間の雪堤を処理するのには，1 週間以上の

時間がかかる．さらに，それを 1 シーズンに 2～3 回行わな

ければならない状況である．なお，本作業は気象条件によ

る制約や他の雪氷作業との兼ね合いを考慮しなければなら

ず，早急な対応が難しいため，計画的に作業を行う必要が

ある．そのため，降雪量が多く，通常除雪作業を必要とす

る厳冬期における作業はほぼ不可能である． 

 そこで，今回検討された方法が，「雪堤切りアタッチメン

ト」を改良することにより，重機による中分雪堤処理（運

搬排雪）の前段階である雪堤整形を効率よく施工すること

で雪堤くずれを防止するものである．今回は昨年度試験施

工を行った結果をもとに報告を行う． 

 

４．雪堤切りアタッチメントの改良 

4.1 改良内容 

 雪堤切りアタッチメントの従来型および改良型の写真を

写真 2 に，設計図面を図 2 に示す．従来型のアタッチメン

トは，図 2 左に示す構造であり，雪堤処理の際に，中分側

に寄りすぎると，プラウやサイドガード等がガードレール

（Gr）やガードケーブル（Gc）に接触してしまう危険性が

（従来型）                        （改良型） 

          

写真2 雪堤切りアタッチメントの比較 

（従来型）                        （改良型） 

        

図2 雪堤切りアタッチメントの比較 
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あった．そのため，中分側に十分に寄ることができず，雪

堤が「きのこ状」に成長してから，作業している状況であ

った．そこで，より効果的に雪堤処理が行えるよう，図2 右

に示すような改良を行った．寸法等は図に示す通りである．

特筆すべき点は，アームの取付けである．長さ 950mm の

アームを取り付けることで，装置を 900mm ほど中分側に

張り出すことが可能になった．これにより，従来の装置よ

り，大量の雪堤を処理することができる．その上，より離

れた位置から作業できるため，安全性の向上，運転手の負

担軽減にも繋がると考えられる．また，シリンダーが伸縮

するため，車内から装置の格納，角度の調節を行うことが

できる． 

 取付費用は，30 万円前後であり，追越規制内における中

分雪堤処理作業（運搬排雪）1 日分と同程度の価格である

ため，安価だといえる．また，取付けに関しても，既存の

装置との取替えの場合，20～30 分程度で行えるため，非常

に簡易である． 

 

4.2 試験施工結果 

 試験施工の際の状況を以下に示す； 

・実施日：平成 25 年 1 月 29 日（火） 

・箇所：上下 小出 I.C～越後川口 I.C 

・使用車両：雪堤切り車+通常除雪車 3 台 

実際に試験施工した状況が写真 3 である．写真からも明ら

かなように，今回の改良で，従来の装置より大幅に施工性

が向上した．以前は，「きのこ状」になった雪堤の，笠の

部分を処理する程度（雪堤整形）であったが，改良後は，

眩光防止板の側面が露出する程度まで雪堤を削ることが可

能となった．これにより，雪堤が「きのこ状」になる前に

処理できるため，より効率的に雪堤くずれを防止すること

ができると考えられる．また，作業範囲も広くなり，フロ

ントプラウの右端を外側線（中分側）に合わせて走行して

も，アタッチメントが雪堤まで十分に届くため，安全な作

業が可能となった（以前は，プラウ右端が外側線の内側（中

分側）まで入っていないと，雪堤に届かなかった）．しかし，

自発光式デリネータ（以降，「デリ」とする）周辺は，装置

の格納が必要になるため，処理しきれなかった雪堤が残っ

てしまうことになる．今後，検討が必要な事項である．な

お，このときの作業速度は 10km/h 程度，除雪車に後続す

る一般車の滞留は 80 台程度で，梯団を解放してから 7～8

（前方写真）                     （後方写真） 

       

写真3 アタッチメントによる雪堤切り作業 

 

図3 H24 年度 雪堤崩れと積雪量・気温の関係 

- 207-



 

分で解消した． 

 図 3 に，今年度の雪堤くずれの回数と積雪量・最高気温

の関係を表したものを示す．図 1 に示した H23 年度の関係

と比較すると，大幅に雪堤くずれ回数が減少していること

がわかる．気象等の条件は一定でないため，一概に雪堤く

ずれ回数の減少が今回の改良型アタッチメントに起因する

とは考えにくいが，累計降雪量は H23 年度と同等で有るこ

となどを鑑みると，一定の割合で寄与していると考えられ

る． 

 

5．まとめ 

 今回の改良型アタッチメントの試験結果以下に示す； 

 ・従来型アタッチメントに比較して，大量の雪堤を処理

でき，より効率的に作業を行うことができた． 

 ・従来型アタッチメントに比較して，中分から離れた位

置で雪堤処理できるため，安全性向上，作業員の負担

軽減に繋がる． 

 ・自発光式デリがある箇所では，アタッチメントを格納

するため，周辺の雪堤が処理しきれない．． 

 ・H23 年度に比較して，H24 年度は，雪堤くずれ回数が

大幅に減少した．改良型アタッチメントによる作業効

率化が，一定の割合で寄与していると考えられる． 

 

 試験施工の結果より，本装置は，雪堤くずれに対し，十

分な効果があることが確認できた．まだ改良すべき箇所は

あるが，今後は本装置を計画的に用い，雪堤の成長の抑制

に努めていく． 
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北陸道における跨道橋などの落雪対策

中澤正典＊1

１．はじめに

福井保全･サービスセンター（以下「当ＨＳＣ」と

いう）が管理する北陸自動車道今庄ＩＣ～加賀ＩＣ間

は、全国でも有数の多雪地帯である。そのため、冬季

における雪氷対策作業は、道路の安全性・快適性の観

点で最重要課題となっている。

管内には、跨道橋（ＯＶ）が４橋あり、その内１橋の

上平吹ＯＶは、今庄ＩＣから武生ＩＣ間の極めて降雪

量の多い山岳部に位置している。そのため、平成２２

年度豪雪時は、壁高欄の天端に堆積した雪塊が落雪し、

走行中の一般車両に当たり、車両を損傷させるという

事象が発生した（図-1・2）。したがって、事象発生以

降は、当ＨＳＣでは落雪による第三者被害を防止する

ことを目的として、ＯＶの雪庇除去作業を実施してい

るが、危険な作業であること、作業に時間を要すこと、

事後対応になってしまうことなどの問題があった。こ

のため、平成２３年度より落雪事故防止、作業の安全

確保、事前対応を目的として、着雪防止効果を期待し

た 1).、下端フリーの滑雪シートを３種類の材料を用い

て、試行的にＯＶに設置した効果について報告するも

のである。

図-1 壁高欄天端からの落雪状況

図-2 車両の損傷状況

２．材質・設置方法

シートの材質については、市販品の入手可能なもの

とし、横断幕等に使用されているターポリンを標準材

料として、比較検討のためにその他の２種類の材料を

含めた３種類について選定した。また、シートの固定

方法は、下端をフリーにしてＯＶの落下物防止柵にロ

ープ固定するもので、下端のバタつきにより早期の新

雪段階で落雪することを期待した（図-3・4）。

・Ａ：ターポリン（40 千円/枚）

厚み 0.38 ㎜高さ 1.2ｍ長さ 8.0ｍ

・Ｂ：ターポリン（60 千円/枚）

厚み 0.38 ㎜高さ 1.2ｍ長さ 8.0ｍ（ﾌｯ素加工）

・Ｃ：ポリエチレン（30 千円/枚）

厚み 0.38 ㎜高さ 1.2ｍ長さ 8.0ｍ（ＵＶｼｰﾄ）

図-3 固定方法（概略図）

図-4 設置組合せパターン

＊１中日本高速道路㈱ 金沢支社 福井保全・サ－ビスセンタ－
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３．検証・結果

シートの設置有無により、壁高欄天端における積雪量

の違いが明確に表れた（図-5）。これは、降雪中にシ

ートに着雪する前に雪を滑落させることが出来たから

と思われ、雪塊化したものが車線に落下する可能性は

大幅に低くなった。なお、シート材質の違いによる着

雪状況の違いは見られなかった（図-6）。このことか

ら、経済的となるポリエチレンシートを使用しても問

題無いと考えられる。

図-5 壁高欄天端における積雪状況

図-6 シートへの着雪状況

４．今後の課題

図-6 からもわかるとおり、落下物防止柵の上胴縁に

１０ｃｍ程度の雪庇が発生したことから、その部分に

おいても、更なる対策が必要となった（図-7）。そこで、

ポリエチレンシートを胴縁に巻き付けることにより滑

雪効果を期待した（図-8）。設置後は、降雪により上胴

縁に雪庇が発生することは無かったが、降雪量も少な

かったため、次期雪氷期にも更に検証を進めていく予

定である。

図-7 落下物防止柵の上胴縁の雪庇状況

図-8 落下物防止柵の上胴縁のｼｰﾄ設置状況

５．おわりに（今後の展望）

今回の滑雪シートによる落雪防止対策は、落雪作業

時の危険性回避及び第三者被害への事前予防対策とし

て、効果があることが確認できた。また、材料による

着雪状況の違いも無かったことから、最も安価なポリ

エチレンシートを標準材質と考えて、問題無いものと

思われる。更に落下物防止柵の上胴縁の雪庇について

も、問題無いものと思われるが、引き続き、次期雪氷

期に検証を行う。

今後は、今回の試行状況を基にＯＶのみならず、ト

ンネル坑口・標識・情報板等の雪庇についても、同様

の対策を実施できるよう検討し、お客様が安全に高速

道路を走行して頂けるよう努めてまいりたい。

参考文献

1) ㈶高速道路調査会：気象と雪氷対策に関する講習会テキスト，

2011.10

シート有り シート無し

Ａ:ﾀｰﾎﾟﾘﾝ Ｃ:ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ

- 210-



時間降雪量計の開発について 

 

松木 洋明＊１   浦上 智行＊２ 

 

１．はじめに 

 高速道路に設置される気象観測設備のうち、時間 

降雪量計は、北陸自動車道（以下「北陸道」という）を 

はじめとした重雪氷地域において、冬期の道路交通確保 

に欠くことのできない重要な役割を占めている。 

 高速道路各社（以下「NEXCO」という）では従来、雪氷 

詰所に駐在する管理員が降雪量を手動で計測しており、 

これらの作業を改善するための自動化装置が平成７年頃 

から登場したが、製造業者の相次ぐ事業撤退で、部品 

調達、更新改修も困難となり、新たな時間降雪量計開発 

の必要性が高まった。 

 時間降雪量計の開発にあたっては、初・晩冬期、 

強風雪時の降雪を的確に判別、計測することが装置の 

信頼性にとって重要となる。 

 この課題を解決するためには、設計段階からの部材 

選定、機器配置、制御方法といったプロセスも大切で 

あるが、なによりもフィールド検証が欠かせない。 

 このため、中日本エンジ名古屋（以下「当社」という） 

は約２年をかけ試作機の製作、フィールドでの冬期検証 

を行った。 

 本報文では、平成 24 年度の冬期に実施したフィールド 

試験の検証結果を中心に、開発への取り組みを報告する。 

 

２．現状と問題点 

 高速道路で計測する気象観測項目は、気温・路温、 

風向・風速、降雨・降水量といった主として道路交通 

管理上必要な項目を計測しているものが多い。 

 このうち、時間降雪量は、降雪板（受雪板）の降雪を 

１時間毎に計測するもので、雪氷期間中の警戒体制、 

薬剤散布、梯団除雪といった重要な判断に用いられる。 

従来はこれを現地の雪氷詰所などで人力により計測を 

行っていた。【写真−１】 

気象観測設備の機械化・自動化という時代の流れから、 

時間降雪量も同様に平成７年頃には製造業者数社に 

おいて自動化装置として開発・製品化が進められ、 

北陸道をはじめとした、全国各地の重雪氷地域に順次 

設置・運用が進められた。【写真−２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写真−１ 雪尺計】   【写真−２ 時間降雪量計】 

                （従来型） 

 

 しかし、市場規模や保守メンテナンスの難しさ、同様 

の計測を行っていた気象庁の時間降雪量計測方法の 

見直し（平成 17 年 10 月～）などから、製造業者が 

相次いで事業撤退し、更新や新設、保守用部品の調達 

さえ困難な状況となった。こうした背景から、NEXCO 

中日本では新たな時間降雪量計の開発機運が高まり、 

当社はその要請に応えるべく開発をすることになった。 

【図−１】 

 

 
【図−１ 時間降雪計測方法の違い(気象庁）】 

 

 時間降雪量計の開発にあたっては、従来装置が有する 

基本性能を満足するとともに、強風雪時の捕捉率向上 

など従来装置で課題となっていた点を解決し、さらに 

小型化・低価格化をめざし開発を進めた。 

 以下に時間降雪量計の基本仕様【表−１】と課題点 

【図−２】を示す。 

これらの課題の中で本装置で特に重要視した点は、 

 

 (1)雪払い能力向上 

 (2)降雪捕捉率の向上 

 (3)可動部の信頼性向上 

である。 

 

 

 
＊１ 中日本ハイウェイ・エンジニアリング名古屋株式会社  名古屋支店 豊田道路事務所 

＊２ 中日本ハイウェイ・エンジニアリング名古屋株式会社  金沢支店 施設技術部 施設技術課 
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【表−１ 時間降雪量計基本仕様比較】 

 従来型(M 社製) 新型(FS-250 型) 

測定範囲(※) 0～120mm/h 0～120mm/h 

測定精度 ±10mm(総合精度) ±10mm 以内 

分解能 不明 1mm 単位 

検出方式 センサ 3 点計測 

による測距 

光遮光による 

高さ検出 

除雪(雪払い)方法 降雪ﾄﾚｰの横旋回 受雪板の 90 度反転 

受雪板ｻｲｽﾞ 600×600(正方形) φ300(円形) 

その他 専用支柱・制御架 集合柱取付可 

(約 56kg) 

※ 120mm/h を越える降雪の場合には、自動的に除雪を行い降雪測定を継続する 

 

 (1) 受雪板に着雪した雪が溶け残って、計測誤差を 

   生じる場合がある。(従来型での誤差) 

 

 

 

 

 

 

 (2) 強風雪時、受雪板に積もった雪が風に流されて 

   しまい、実際の降雪量より少なくなる。 

   （乾雪で粒状の細かい雪粒のときなど） 

   （従来型での誤差） 

 

 

 

 

 (3) 可動部が氷結固着してしまう可能性がある。 

 

 (4) 初冬期、晩冬期の雪・みぞれ・雨・霜といった 

   判別が難しい。（積雪深差測定との誤差） 

 

 

 

 

 

 (5) 短時間で大量の降雪時など、実際の時間降雪量 

   より少なくなる。(積雪深差測定との誤差) 

 

 

 

 

【図−２ 時間降雪量計の課題点】 

３．原因究明と目標設定 

 課題点(1)に挙げる「雪払い能力向上」とは、時間 

降雪量計の基本機能である１時間毎の降雪量を正確に 

計測するための重要な機能であり、従来の装置では 

 

 (a)受雪板を定期的に反転させて雪を落とす 

 (b)ブラシ状の刷毛で受雪板上の雪を払い除ける 

 

ことで実現してきたが【図−３】、湿雪や初・晩冬期の 

降雪の場合に、受雪板表面で融解した水分が再凍結する 

ことで、払い落としが確実にできずに計測誤差に 

つながっていた。 

 

 

 

 

 

 

【図−３ 従来型の雪払い方式】 

 

 これを解決するために、受雪板の反転機能に加え温度 

制御により確実に雪が払い除けるよう構成を見直した。

さらに受雪板を反転した際に、確実に雪が落下するよう 

受雪板の材質検討がされている。【図−４】【写真−３】 

 本装置に課せられる目標としては、反転動作のタイ 

ミング、加熱・冷却時間とその組み合わせを各種実験 

から最適化し、より確実に払い落とし、かつ低消費電力 

で動作させることである。 

 

 

 

 

 

 

【図−４ 新型時間降雪量計の除雪動作概念図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写真−３ 受雪板本体】 
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 課題点(2)の「降雪捕捉率の向上」とは、強風雪時に 

受雪板に積もった雪が強風で流されてしまい実際の降雪 

よりも少なくなってしまう現象である。これを解決する 

ために、助炭（フード）で受雪板を囲い風雪への対策を 

施す必要がある。ただし、これも単にフードを取り 

付けるだけでは、フードに着雪した雪が凍結し、受雪板 

の可動やセンサーの投受光を阻害してしまう。 

 本装置では、こうした問題が発生しないよう、着雪 

した雪が付着しないようなフード材料・塗装仕様が 

求められるとともに、受雪板のサイズとの組み合わせに 

おいて、最適なフードのサイズを考慮する必要があった。 

【写真−４】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写真−４ 助炭（フード）部】 

 

 課題点(3)の「可動部の信頼性向上」については、この 

装置が冬期にフル運用されるものであるため、着雪や 

凍結、外気温に対しても確実に動作が継続できる機構、 

部品の選定、ヒーター類の適切な配置が求められる。 

 ただし、特殊な機構・部品を用いたのでは全体の 

コストアップを招き、将来の保守用部品調達にも不安を 

抱えることになるため、そのバランスが重要となる。 

 これらの課題を克服するべく平成 23 年度に約１年を 

かけ試作品製作と検証方法の検討を開始し、平成 23 年度 

の雪氷期間終期に、なんとかフィールド試験に着手 

できる体制が構築できたが、現地試験開始時には降雪が 

ほとんどなく、十分な検証ができないまま雪氷期を 

終わることとなったため、翌、平成 24 年度に現地試験 

検証することとした。 

 

４．検証の立案及び実施 

 本装置は、雪氷期において確実に動作することが 

求められ、製品化にあたっては、何よりもフィールド 

での動作検証が欠かせない。 

 仕切り直しとなった平成 24 年度のフィールド検証 

では、雪氷期間全体を通じて安定した計測・観察が 

できるようにフィールドの選定見直しを含めた検証体制 

の構築からスタートした。 

 北陸地域の湿性の高い雪は、機械装置が安定して稼働 

するには非常に過酷な環境であるが、動作検証という 

側面で考えれば、まさに最適な試験環境である。 

フィールドの設定にあたり、NEXCO 中日本 金沢支社 

管内の北陸道 敦賀地域(葉原気象局)と東海北陸道 

五箇山地域(五箇山気象局)を選定した。敦賀地域は、 

海岸部に近く、雪質は湿性が高く、過去の観測から時間 

降雪量が多い地域であり、五箇山地域は標高が高く、 

比較的乾雪ではあるが本州有数の豪雪地域である。 

ここで検証すれば、日本全国どこに設置しても十分期待 

に応えることができると考えたからである。気象観測 

機器を製造する業者も富山県や福井県で検証することが 

多い。まさに、絶好のフィールドである。 

 検証ではまず、高速道路上に設置された従来装置の 

計測値と本装置の計測値を比較することで、本装置が 

実運用に対応できることを確認するとともに、雪払い 

能力、強風時、耐久性といった各課題に対して十分満足 

していることを、本装置を取り付けた支柱に共架した 

Web カメラにより 24 時間リアルタイムで確認できる 

ようにした。これらのデータは NTT 回線を通して監視局 

に集約し比較検証を行った。【写真−５】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写真−５ 試験装置設置状況】 

(左上：全景，右上：Web ｶﾒﾗ，下：Web ｶﾒﾗ映像) 

 

５．検証の結果と課題点の抽出 

５．１ 従来機器との比較検証 

 【グラフ−１】が五箇山気象局における平成 24 年度の

雪氷期間（平成 24 年 11 月初〜平成 25 年３月末）で、 

特に降雪量の多かった 12 月〜１月のうち、２週間の従来 

装置と本装置の降雪量計測値のグラフである。２つの 

装置の降雪量のトレンドはほぼ近い値を示しており、 

本装置の機器障害時を除いた両者の雪氷期間を通じた 

計測値の相関係数は 0.87 であった。 

助炭(ﾌｰﾄﾞ)部 
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この時間帯の状況 
この時間帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【グラフ−１ 降雪量計計測比較】 

(上段：平成 24 年 12 月中旬，下段：12 月下旬) 

 

 両者の計測結果全体でみると、従来装置より本装置の 

ほうが降雪量は高めに記録された。 

 本装置の降雪量が高めに記録されるのは、受雪板で 

確実に降雪を検知しているからであり、好適事例として 

は五箇山気象局の 12 月 26 日ＡＭ８時台が挙げられる。

従来装置では、ほとんど降雪を記録していないにも 

かかわらず、本装置では降雪量を計測しており、両者で 

計測結果に差が生じた。【グラフ−２，写真−６】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【グラフ−２ 五箇山気象局 12 月 26 日状況】 

 

 Web カメラの映像でも降雪を確認できており、本装置 

がより正確に降雪を捉えていることが確認された。 

 

 降雪量計測精度については、フィールドの検証結果、 

実験室レベルでの計測精度試験（実験標準偏差 0.48mm） 

からも、従来装置と同等もしくはそれ以上の計測性能を 

有していることが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

降雪状況 12 月 26 日 8:03 

 

 

 

 

 

 

 

 

          降雪状況 12 月 26 日 8:55 

【写真−６ 五箇山気象局 Web ｶﾒﾗ映像】 

 

 さらに、葉原気象局12月 26日ＡＭ７～10時台の状況、 

この日の気象は小雪であるが、風速が４〜５m/s あり、 

最も降雪量計測には不向きな状況であるが、Web カメラ 

上で受雪板上の降雪を捉えていることがわかる。 

【グラフ−３，写真−７】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【グラフ−３ 葉原気象局 12 月 26 日状況】 

 

 

 

赤：従来装置，ｸﾞﾘｰﾝ：本装置
紫：風速，青：気温 

赤：従来装置，ｸﾞﾘｰﾝ：本装置
紫：風速，青：気温 赤：従来装置，ｸﾞﾘｰﾝ：本装置

紫：風速，青：気温 
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【写真−７ 葉原気象局 12 月 26 日状況】 

 

 当初の想定どおり、このとき従来装置では降雪を検知 

できなかったが、本装置では確実に降雪を検知している。 

これはまさに助炭(フード)機能が発揮されていること 

を示している。雪氷期間中、このような事象が葉原 

気象局で５回、五箇山気象局で２回ほど確認されている。 

 一方で課題も見えてきた。課題点(1)にあった雪払い 

能力である。【写真−８】は葉原気象局 1月 3日ＡＭ７時 

の状況である。 

 Web カメラの映像で除雪後の受雪板の一部に着雪が 

残ったままとなっているのを確認した。この状態で、 

降雪・融解を繰り返すと、受雪板上で水分が凍結し、 

その上に積雪すると降雪量に誤差が生じる。本装置では、 

仮に凍結した場合でも、除雪後に計測センサーが毎回 

零点校正を実施するため、直ちに計測誤差を生じること

はないが、凍結が繰り返されると、受雪板上の排雪が 

適切に行われずに、動作不良となる可能性があるため、 

これを解決するための方策を見直す必要に迫られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写真−８ 葉原気象局１月３日状況】 

 また、課題点(3)に対しても何度かトラブルに見舞われ 

た。葉原気象局で 12 月７日受雪板を反転させる機構部 

モーターがトルク異常を起こし、受雪板が復帰しない 

事象が発生、五箇山気象局でも 1月 4日計測用センサー 

の可動部軸が凍結により固着し軸ずれが発生、計測が 

継続できない事象にも見舞われた。 

 試作機には元々凍結を想定してモーター駆動異常時の 

リモート復旧機能や凍結防止用ヒーターを配置して対処 

していたものの、製品版では個々の装置に対して、 

リモート制御することは保守や運用面で現実的ではない 

ため、これを全自動で対応しなければならない。 

 このため、障害発生時の自動復旧方法、警報出力機能 

の強化のほか、駆動部構造や材料の見直し、ヒーター 

配置構成を見直す必要に迫られた。 

 

 さらに、当初想定していなかった課題点も見えてきた。 

それは「雪氷始終期にみられる霜の検出」である。 

【グラフ−４】は葉原気象局 1月 22 日の状況である。Web 

カメラで観察すると降雪ではなく霜が成長していること 

を確認した。計測値では、わずか数ミリ程度の検出値で 

あるが、データが長時間にわたりふらつく現象が見受け 

られる。従来装置ではもちろん検出できない。 

 これは、本装置の検出能力が高いため、はじめて現象 

として現れた結果ではあるが、降雪ではないのに降雪量 

として検出されるのは装置に課せられる目的にとっては 

致命的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【グラフ−４ 葉原気象局１月 22 日の状況】 

 

 

 

 

 

風が写真右（北西）から 

左（南東）へ流れている 

本装置(ｸﾞﾘｰﾝ)が終日を 

通して数ﾐﾘ検出している 
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【写真−９ 受雪板着霜状況例】 

 

５．２ 改善方法と検証 

 見えてきた課題点に対し、一つ一つ対策と検証を実施 

した。受雪板の着雪対策に対しては、内部素子の配列 

見直しや受雪板表面処理の見直し、雪払い前後の温度 

制御と動作タイミングの見直しなどの対策を加えた。 

 またこれらの機能は、今後各地の気象条件に応じて 

柔軟に対応できるようソフトウェアにより設定可能と 

している。 

 駆動部の障害に対しては、機構部品、構造の見直し、 

駆動部保護用ヒーターの配置方法の見直し、障害発生時 

の自動復旧方法、復旧できなかった場合の処置方法の 

追加を実施した。 

 その他、各種荷重、腐食等の耐久性向上に向けた対策、 

点検時や障害発生時には現地で支柱に取り付けられた 

まま復旧させる必要があることから、保守性向上の 

ための改良、意匠性の向上など製品化に向けた多数の 

改良を加えることとした。【写真−１０】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写真−１０ 時間降雪量計（製品版）】 

 

 

 

 

 さらに、問題となっていた霜に対する対策について、 

期間中に計測した霜の成長パターンからアルゴリズムを 

見出し、ソフトウェア上で対策を施すこととした。 

確実性を担保するために今回計測したデータを用い、 

シミュレーションも重ねた。 

 いずれも雪氷期間後半にかけて繰り返し検証を加え、 

製品版の詳細仕様を決定した。 

 

６．結果の考察 

 今回のフィールド検証により、本装置の高い降雪量 

検出能力と北陸地域の降雪状況にも耐えうる十分な能力 

を有することが確認できた。なによりも、実際のフィー 

ルドを使って検証できたことは、製品の信頼性にとって 

非常に価値ある結果であると考える。 

 

７．おわりに 

 今回の製品開発にあたり NEXCO 中日本金沢支社、敦賀 

保全・サービスセンター、富山保全・サービスセンター 

におけるフィールド提供をはじめとしたご指導、技術 

支援、開発に携わった機器製作メーカー、装置の設置や 

調整に係わって頂いた多くの方々のご協力に、この場を 

かりてお礼申し上げます。 
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新潟管内における視程障害予測情報の高度化に関する試行的取組み 
 

北山 迪也＊1    大田 寛＊1    上石 勲＊2    根本 征樹＊2 

 

１．はじめに 

NEXCO東日本新潟支社管内における冬季通行止め量のうち、

降雪視程障害に起因するものは50%以上に上っており、安

全・安心・快適・便利な道路サービスの提供(図-1)を行う上

で大きな課題の一つとなっている。本論文では、a)視程障害

の発生状況とb)既往の対策工に関する再整理を行うとともに、

c)効率的な道路運用を目指してH24年度冬期より開始した

(独)防災科学技術研究所雪氷防災研究センターとの共同研究

の内容、d)得られた成果と課題について報告する。 

情報収集
●気象観測局 ●ＩＴＶ ●道路気象予測 ●雪氷巡回

作業判断・指示
●出動・待機の判断 ●道路情報の提供
●雪氷対策作業の継続（拡大）・終了の判断
●交通規制の実施・解除の判断

雪氷対策本部

道路状況に応じた各種作業を昼夜問わず実施

凍結防止剤散布作業

除雪作業

作 業
●凍結防止剤散布作業 ●除雪作業
●その他作業

気象予報会社
●短期・長期気象予測等

情報提供

拡幅除雪

 

図-1 NEXCO東日本における雪氷作業の流れ 

 

２．視程障害の発生状況 

近年の通行止め量を図-2に示す。暖冬であった平成18年か

ら平成20年を除くと、通行止め量の約50%以上、多い年で80%

以上が降雪視程障害に起因していることがわかる。 
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図-2  冬期（12月～3月）の通行止め実績の推移 

 

３．既往の対策工 

 視程障害の対策工の検討は、約20年前から現状調査、対策

工の検討・決定、追跡調査という一連の調査を実施している。

これらの調査内容について紹介を行う。 

 

 

 

 

 

写真-1 視程障害の発生状況 

 

  

 

(a)山間部の路線 

 

(b)沿岸平野部の路線 

図-3 視程障害発生の概念 

 

表-1 対策工の比較検討 

 
地域

対策の種
別

具体的な対策
工

検討結果

山間部
降雪強へ
の対策

道路

照明
・有効な対策であるが、経済性に
劣る。 N/A

視線誘導施設

（自発光デリニ
エーター）

・有効な対策と考えられる。
・除雪による損傷や、雪堤内への
埋没等の影響がない中央分離帯
に設置。
・路肩側よりも中央分離帯の方が
電線路・ポールが１路線のため、
経済的。

OK

沿岸
平野部

吹雪・地吹
雪対策

防風林 ・路傍植栽を路面からの高さ3～
4m以上に育成するには年数が
かかり、当面解決できない。 N/A

防風柵 ・4車線の路面の視界不良をクリ
アするには相当の工費がかかる。
・運搬排雪が必要となる。
・風向が道路直角方向でないと
効果が得られにくい。

N/A

 

 

 ＊１ 東日本高速道路（株）新潟支社道路事業部   ＊２ 防災科学技術研究所 雪氷防災研究センター 
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管内の視程障害発生の特色は山間部と沿岸平野部に大分さ

れる。山間部の路線は豪雪地帯に位置することから、日々の

除雪作業に伴い路肩及び中分の雪堤が3m程度まで成長する

（図-3(a)）。降雪強度は最大で10cm/hを記録することが珍し

くなく、この場合は雪堤と車線の区別がつかなくなる白一色

化（ホワイトアウト）が発生する。 

  一方、沿岸平野部においては、高速道路は田園地帯を主に

盛土構造で通過する。積雪量が山間部と比較して少ないこと

から、日々の除雪作業による路肩及び中分の雪堤はそれほど

高く成長しない。しかし、高速道路が沿岸部に位置し強い季

節風の影響を受け、周辺の田園に堆積した新雪が強風で舞い

あげられ、地吹雪となって高速道路に降りかかり視程が低下

するという特徴を有する（図-3(b)）。 

これらの調査分析をもとに各種対策工の比較検討が実施さ

れ（表-1）、自発光デリネータが効果的・効率的な対策工と

して導入されている。平成13年に実施された調査においても、

自発光デリネータにより視程障害による通行止め回数は概ね

減少していることが報告されている。 

 

４．防災科学研究所との共同研究 

４－１．概要 

高速道路の長時間通行止めは物流や地域経済に大きな影響

を与えるため、通行止め解除をいかに迅速に行うかが重要な

ポイントである。現在は、気象予測及び道路巡回による現地

状況の報告等、人間の目に頼るところが大きいと言える。本

線上には道路状況を把握するためのITV等の雪氷用カメラが

設置されているが、道路上の高い位置からの映像である。実

際のドライバー目線の視程は、路肩からの飛雪や路面での地

吹雪並びに車両が巻き上げる雪煙により、ITVよりも悪くな

る傾向がある。また、インフラ整備による対策は既に効果的

な対策工である自発光デリネータが実施済みのため、さらな

る対策には限界がある状況である。 

そこで、平成24年度年冬季から（独）防災科学技術研究所

雪氷防災研究センターで開発された視程障害の予測システム

（雪氷災害発生予測システム）2)を試験的に用いて、視程障

害の予測、特に視程悪化の収束のタイミングに関する予測手

法を確立し、交通管理者との情報共有等により効率的な雪氷

巡回を行い、図-4に示すように、速やかな通行止め開始・通

行止め解除の体制構築によって道路運用の効率化を目標とし

た取り組みを開始した。 

本システムは、気象庁のアメダス（AMeDAS）とNEXCO等で計

測された降雪深データを基に1日2回、向こう14時間の予測を

行うものである。システム概要を図-5、予測の原理を図-6に

示す。本システムでは、視程の予測値そのものが1.5kmピッ

チのメッシュデータとして地図上でアウトプットされる。 
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(b) システム導入後 

図-4  雪氷災害発生予測システム導入イメージ 
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図-5  雪氷災害発生予測システムの概要 
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図-6 吹雪と視程の予測原理 
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４－２．事例検証 

 ４－２－１．山間部での事例 

 平成25年2月24日（日）において、関越自動車道の山間部

区間において降雪視界不良により通行止めとなった。通行止

めは約9～12時間に及び、休日に重なったこともあり観光客

や物流に多大な影響が発生した。当日の通行止め開始時間は

朝7時、解除時間は水上IC～湯沢ICで16:40、湯沢IC～塩沢石

打ICで19:10である。図-7に当日の気象データを示す。本図か

ら、気温は日中を通じて‐3℃以下、降雪量は土樽橋で最大

10cm/h、風速は概ね6m/s以上を記録しており、降雪視程障害

が発生しやすい状況であったと言える。また、図-8に予測シ

ステムの視程障害予測データおよび通行止め区間を示す。朝

4時の予測では、7時～8時にかけて視程100m以下の地域が劇

的に拡大することが予測されている。これは図-7(b),(c)に示

す降雪量・風速の時間変化と傾向が類似している。また、16

時の予測に着目すると、17時には視程100m以下の地域が大幅

に収束していることがわかる。こちらについても図-7の気象

データの時間的変化と関係性を見て取ることができる。総括

として、定性的ではあるものの、予測結果と通行止め開始・

解除時間、並びに気象データの傾向に関係性を見出すことが

できるものと推察する。 

 

４－２－２．沿岸平野部での事例 

 平成25年1月26日(土)において北陸自動車道を中心に長時

間通行止めが発生した。通行止め区間を図-9に示す。4時の

予測結果をみると、同日12時に視程悪化の地域が最大となり、

その後縮小に向かうことが見て取れる。また、夕刻16時の予

測に着目すると、視程悪化の地域は残っているものの19時以

降は著しくその地域が減少することが判読される。当日は視

程悪化の事象が夜間に及び、道路巡回による目視確認に時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通行止め時間帯

 
(a) 気温 

 

(b) 降雪量 

 

(c) 風速 

図-7 平成25年2月24日の気象状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 月 日 曜日 道路名 区間 開始時間 解除時間 延べ時間
（ｈｒ）

2013 2 24 日 関越道 水上 ～ 湯沢 2/24  7:25 2/24  16:40 9:15

2013 2 24 日 関越道 湯沢 ～ 塩沢 2/24  7:10 2/24  19:10 12:00

24日16時予測

24日4時予測

24日6時 24日7時 24日9時24日8時

24日16時 24日18時 24日19時24日17時

Expressway

Tokyo 通行止め 通行止め

通行止め 通行止め 通行止め 通行止め

KAN‐ETSU
Tunnel(11km)

図-8 視程障害の発生予測状況 
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を要したことから、実際の通行止め区間と視程障害の発生時

間・収束時間に時間差がみられたのではないかと推察する。 

 

５．まとめ 

高速道路の効率的な運用に向けて平成24年度冬期から試行

導入した視程障害に関する予測システムについて、導入の成

果を以下に列挙する。 

・視程障害の予測分布が一目でわかり、経験的ではなく定量

的に予測値を把握できることが検証できた。 

・通行止めに関わる交通管理者等との各種協議に活用できる

可能性があることが分かった。 

 

また、明らかとなった今後の課題を以下に記載する。 

・雪氷業務は当番制によるローテーションで行っているため、

特定の技術者のみだけではなく、事務所の当番班長・班員に

広く周知を図る必要がある。 

・平成24年度冬期は視程障害の事象が少なかったことから、

平成25年度冬期も引き続き本システムの事例検証を行い、雪

氷体制構築判断のための一連のシステムとして確立できるよ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後は、視程障害事例での試行運用を重ねることにより通

行止め判断基準の確立を行うとともに、速やかな体制構築に

よる適宜的確な通行止め開始・解除の運用により通行止め時

間の削減に期するよう更なる検討を行っていきたい。 
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長良川 SA における「冬用タイヤ自動判定装置」を用いたタイヤチェック

堀 江 悟＊1 宇佐見 純二＊２

１．はじめに

東海北陸自動車道の冬期間の交通安全対策として、気

象変化点である美濃ＩＣ以北で降雪があり、チェーン装

着規制が実施された場合、少雪地域の美濃ＩＣ手前の長

良川ＳＡ（サービスエリア）に全車両を強制的に流入さ

せ、タイヤチェック要員が目視によって冬用タイヤ、若

しくはチェーン装着の有無を確認している（図１）。

しかしながらこの手法では、ＳＡ内で車両を 1 台 1 台

一旦停止させる必要があるため、タイヤチェック作業に

時間を要し、交通量が多い場合には渋滞が発生する。ま

た、深夜やタイヤチェック作業が長時間に及ぶ場合には、

過酷な役務をタイヤチェック要員に強いる事になると共

に、交代要員の確保やそのための費用も必要である。

こうした問題を解決するため、冬用タイヤの装着状況

を機械的に判別する装置（以下、「冬用タイヤ自動判定

装置」という。）の開発が中日本ハイウェイ・エンジニ

アリング名古屋㈱、大同大学、電気通信大学、名古屋電

機工業㈱らによって 2010 年度から行われている。[1］

中日本高速道路㈱岐阜保全・サービスセンターでは、

この開発中の「冬用タイヤ自動判定装置」を使用したタ

イヤチェック作業を 2011 年度から長良川ＳＡにおいて試

行している。

本報告は、2011 年度の試行結果と、その結果を踏まえ

た 2012 年度の改善状況と結果について記すものである。

図１ 位置図

２．2011年度の取り組みと課題

車が走行する時に出るタイヤからの発生音（発生周波

数）は、夏用タイヤと冬用タイヤのトレッドパターンの

違いにより図２に示すように異なったものとなる。

そこでこの発生音をマイクロホンで集音してパソコン

に取り込み、主体音（周波数）の違いを解析し、その解

析結果から装着しているタイヤの種別を機械的に判別す

る装置が「“音センサ”を用いた冬用タイヤ自動判定装

置」である。

図２ 夏用タイヤと冬用タイヤの発生音の周波数特性

チェーン装着規制時に行うタイヤチェック作業は、こ

れまでタイヤチェック要員が目視にて実施してきた。

しかしながら、こうした作業は非効率であることから、

この「“音センサ”を用いた冬用タイヤ自動判定装置」

を使用したタイヤチェック手法を導入し、長良川ＳＡに

て試行した。

長良川ＳＡにおける「“音センサ”を用いた冬用タイ

ヤ自動判定装置」を使用したタイヤチェック作業は次の

とおりである（図３）。

①長良川ＳＡの流入ランプ部の中間付近で車両の通過音

を路肩に設置したマイクロフォンで集音する（写真１）。

＊１ 中日本高速道路株式会社 名古屋支社 岐阜保全・サービスセンター

＊２ 中日本ハイウェイ・メンテナンス中央株式会社 経営企画部

周波数

強

度

強

度

夏用タイヤ発生音

冬用タイヤ発生音

周波数
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②通過音の周波数をパソコン（制御機）にて解析し、夏

用タイヤか冬用タイヤかを判別する。

③タイヤ種別の判別結果を、進行方向に設置した２枚の

可変表示板（判別結果表示板）にてお客様にお知らせし、

車両を誘導する。

④冬用タイヤ車はＳＡをそのまま通過させ、ＳＡ利用車

と夏用タイヤ車は、本線流入時にタイヤ種別とチェーン

装着状況を確認し本線に流入させる。

なお、大型車については、タイヤの種類が多く、かつ

積荷の状況が様々で判別精度が極めて低い事、また冬用

タイヤの装着率が高いことから、自動判別の対象から外

し、冬用タイヤ車と同じ誘導とした。

図３ 長良川 SA における「冬用タイヤ自動判定装置」

を使用したタイヤチェック作業状況図（2011）

写真１ 「冬用タイヤ自動判定装置」の機器構成

2011 年度冬期は、「“音センサ”を用いた冬用タイヤ

自動判定装置」を使用したタイヤチェック作業を延べ３

回（約３８時間）、実施した。写真２に長良川ＳＡにおけ

るタイヤチェック作業状況を示す。

実施の結果、３つの大きな課題が明らかとなった。

（１）冬用タイヤの自動判別精度

「“音センサ”を用いた冬用タイヤ自動判定装置」で

は、その自動判別能力の限界から走行速度が３５ｋｍ／

ｈｒ以下、車頭間隔が 2.0 秒以下では、判別精度が低下

写真２ 長良川 SA における「冬用タイヤ自動判定装置」

を使用したタイヤチェック作業状況（2011）

することから、この条件下の車両のタイヤ種別を判別し

ていない。このため、実際にタイヤチェック作業を行っ

た普通車に対して判別不能車両が約３０％発生した。ま

た、判別を実施した車両に対して夏用・冬用タイヤを正

しく判別できたのは約７５％であった。すなわち、判別

対象車両の約５０％しかタイヤ種別を正しく判別できな

かった。

よって、更なる判別精度の向上を目指しての取り組み

が必要であるとされた。

（２）ＳＡ内における交通運用

交通量が少ない時間帯においては、流入ランプを通過

する車両の走行速度が速く、タイヤ種別の自動判別が確

実に行われ、問題は少なかった。しかし、交通量が多い

時間帯では、流入ランプを通過する車の走行速度が低下

し、車頭間隔が短くなった事から、自動判別が出来ない

状況が発生した。

よって、交通量が多い時間帯においても確実に自動判

別を行なえるよう車両誘導の改善が必要であるとされた。

（３）お客様への情報提供

ＳＡ内では、自動判別場所から25m下流と68ｍ下流に判

別結果と誘導路を示す可変表示板をそれぞれ１枚づつ、

計２基設置し、お客様の車両をタイヤ種別ごとに誘導し

た。その結果、タイヤ種別が正しく判定されない場合に

は誤った情報をお客様に伝える事となり、表示板の手前

で減速したり停止する車両が見られた。また、タイヤ種

別が正しく判別されても表示板に示した内容に従って運

転手が行動しない車も見られた。更に、交通量の多い時

間帯では、表示板を見る車が複数台となり、行く先に戸

惑う車が多数発生してＳＡ内の交通が混乱した（写真３・

４）。こうしたＳＡ内での混乱が判別精度の低下を助長し

た。

「冬用タイヤ自動判定装置」を用いたタイヤチェック

作業時のお客様への情報提供の手法について改善が必要

であるとされた。
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写真３ 判別不能車両による混乱状況

写真４ 行先不明車の発生による混乱状況

３．2012 年度の取り組み

2012 年度の冬期については 2011 年度に明らかになっ

た３つの課題の改善を目指して取り組んだ。

（１）冬用タイヤの自動判別精度の向上

2011 年度は、夏用・冬用タイヤの“発生音(周波数）”

に着目して、タイヤ種別の判別を試みた。

2012 年度は、夏用・冬用タイヤのトレッドパターンの

違いから車両通過時に路面に発生する“振動（発生周波

数）”が異なる点に着目し、タイヤ種別を判別する手法

としての適応性を確認した。

具体的には、判別対象車両の走行する路面に“振動セ

ンサ”を埋設し、観測された振動をパソコンに取り込み、

主体振動（周波数）の違いを解析して、その解析結果か

ら装着しているタイヤの種別を機械的に判別するという

ものである。

写真５に自動判別場所の路面への“振動センサ”の設

置状況を、図４に時速 40km で走行した時に路面に発生す

る振動状況を示す。

図４から、夏用タイヤと冬用タイヤでは車両通過時に

路面に生ずる振動（周波数）が異なる事が明らかとなっ

た。また、“振動センサ”を用いた場合には、図５に示

すように発生特性が短時間に、かつ明確に表れることも

分かった。

よって、2012 年度は“音センサ”と同様に夏用・冬用

タイヤの違いを判別する事が出来、かつ“音センサ”に

よる判別よりも短時間での判別が可能となる「“振動セ

ンサ”を用いた冬用タイヤ自動判定装置」を採用する事

とした。

写真５ 判定場所の路面への振動センサの設置状況

図４ 夏タイヤと冬タイヤの路面に発生する振動特性

図５ 冬タイヤの“通過音”と“通過振動”の特性

（２）ＳＡ内における交通運用の改善

2011 年度は、長良川ＳＡに引き込んだ大型車を除く全車両

をタイヤ種別の判別対象とし、流入ランプ部にて判別を実施

した。このため、交通量の増加とＳＡ利用車等への案内

不足から、立ち往生する車両が発生したり、速度低下や

車頭間隔が狭くなったことが原因で、判別不能車や誤判

別車両が数多く発生した。

2012 年度は、駐車場入口部でＳＡ利用車とＳＡ通過車

両を振り分け、更にＳＡ通過車両を普通車と大型車に分

別し、2011 年度と同様に普通車のみを対象として、自動

判別作業を行うこととした（図６）。なお、ＳＡ利用車と夏

タイヤ車は、2011 年度同様、本線流入部で人力によるタ

イヤチェックを実施した。

このため自動判別場所を、流入ランプ部からＳＡ駐車

場内の通路部に移動させた。

周波数（Ｈｚ）

強

度
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図６ 長良川 SA における交通運用の改善

（３）お客様への情報提供

2011 年度は、自動判別場所の進行方向に２枚の可変表

示板（判定結果表示板）を設置し、お客様へのタイヤ種

別の判別結果の伝達と誘導路の案内の２つの情報を同時

に提供したためにお客様が混乱した。

2012 年度は、判別結果表示板は１枚として誘導路のみ

を表示することとし、併せて視認性の良い立看板でタイ

ヤ種別ごとにお客様を誘導する事とした。

また、これらの設置間隔を 43m から 33ｍに 10ｍ短くし、

１台ずつ確実に誘導するようにした（図７）。

図７ 長良川 SA における情報提供の改善

４．2012 年度の実施結果

2012 年度冬期においては、美濃ＩＣ以北でチェーン装

着規制が７回実施され、このうち３回、約 30 時間につい

て「“振動センサ”を用いた冬用タイヤ自動判定装置」

を使用してタイヤチェック作業を実施した。写真６に長

良川ＳＡ通路部におけるタイヤチェック状況を示す。

2012 年度冬期への改善により次の事項が確認できた。

（１）冬用タイヤの判別精度について

・判別不能車両が約 30％から約 10％に減少した。

・判別実施車両に対して判別精度が約 75％から 94％に向

上した。

・判別対象の全車両に対して、判別精度は約 50％から約

80％に向上した。

写真６ 長良川 SA における「冬用タイヤ自動判定装置」

を用いたタイヤチェック状況（2012）

（２）ＳＡ内の交通運用について

・ＳＡ流入部で自動判別する車両を分別することで、通

過車両の走行が円滑になり、ＳＡ内の交通誘導に関す

るトラブルが減少した。また、この事が判別精度の向

上に繋がった。

・通過車両の通過速度の向上が見られ、判別処理能力の

向上が図られた（自動判別：約 1,000 台／時、人力作

業：約 400 台／人・時）。

（３）お客様への情報提供について

・お客様に与える情報を限定し（行先のみを表示）、情

報提供手法を単純化することで、円滑な交通を確保で

きた。

（４）使用センサについて

・“振動センサ”を用いた方が“音センサ”よりも判別

精度が優ることが確認された。すなわち、「“音セン

サ”を用いた冬用タイヤ自動判定装置」では、車頭間

隔２秒以上、走行速度 35km/ｈ以上でないと判別が出

来なかったが、“振動センサ”を用いた場合にはノイ

ズの影響を受け難く、車頭間隔１秒以上、走行速度

20km/ｈ以上であれば判別が可能であった。

５．おわりに

2012 年度においては、「“振動センサ”を用いた冬用

タイヤ自動判定装置」を使用すること、そしてＳＡ内の

交通運用の改善等により 2011 年度の試行における３つの

大きな課題をクリア出来た。

2013 年度の冬期に向けても引き続き細かな課題を解決

しながら人によらないタイヤチェック手法を確立してま

いりたい。

参考文献

[1]谷嵜徹也,村部敏彦,上田浩次,鎌倉友男：「冬用タイ

ヤ自動判定装置の開発状況」,高速道路と自動車,pp28-

32,2012.12
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新雪トラック除雪に於ける除雪機械の稼働分析に関する基礎的研究 

除雪速度に影響をおよぼす要因 
 

沼田 実＊1  菅野 敏文＊1  河村 有泰＊1   

１.はじめに 

冬期機械除雪管理は地域性の高い業務であり、的確な

実施判断を行うことが必要不可欠である。一方、実際の

現場ではどのような判断がなされているのだろう。道の

新雪除雪出動基準では、10cm 以上の日降雪量が想定され

る場合に出動することとなっている。しかしながら、筆

者が行った稼働日報データの分析では、実際の機械除雪

作業（特に新雪トラック除雪）に於いて、委託除雪業者

の経験と推測によって出動判断されている傾向が認めら

れた。 

本研究では、道道の新雪トラック除雪作業を対象に、

その稼働記録に集積された各種データと気象観測データ

を組合せることで、除雪速度に影響を与える要因を分析

した。加えて、除雪作業時間の標準的な作業時間を求め

ることで、新雪除雪に負荷の掛っている路線を特定し、

新雪除雪工法の適正化の可能性についても検討を加えた。 

 

２. 除雪車稼動分析の手順 

除雪車の稼働分析に際し、平成 14 年度全道除雪車稼

動記録原簿 CSV データの提供を受けた。これら稼働記

録の内、ケーススタディーとして岩見沢地区の新雪トラ

ック除雪を対象とし、同地区の交通センサスデータとア

メダスによる降雪データを付加することで分析を行うこ

ととした。以下に、除雪車の稼動分析フローを示す。 

 
図2.1 稼働分析のながれ 

 

３.新雪トラック除雪データの基本統計量分析 

3－1. 除雪車の出動日数と降雪量の関係 

道道の新雪除雪を対象とした出動日数と降雪量との関係を

分析した。 
期間中の日降雪量 10cm 以上の出動日数は、同地区全路線

を対象とした場合、延 153 日となり全出動日数の約 30％を

占めている。 
一方、日降雪量が 10cm 以下で出動しているケースは全体

の 7 割であり、特に無降雪記録での出動日数は延 85 日間と

なっている。 

 
何らかの降雪が確認された日数 267 日間を除雪必要日数

と考えた場合でも、稼働した全日数の約 17％は新雪除雪の

対象とすべきであったかは疑問が持たれる。このことは、除

雪を委託された側の出動判断が曖昧であることを意味する。

精度の高い降雪予測情報は適正な出動判断基準となり、除雪

事業に於いては重要な要素となり得ることから、今後も注視

すべき課題のひとつであろう。また、各路線の出動日数分析

では、出動日数の多い路線は降雪量に無関係に出動している

傾向が高く、詳細な追跡調査が必要と思われる。 
 

 

 

＊１
アリヤス設計コンサルタント㈱ 雪対策P.J.T.  011-233-4700 
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3－2. 新雪トラック除雪の基本統計分析結果 
① 作業計画延長 
 同地区の除雪計画延長は、延 8801km であり、日稼動

計画延長は 0.1～30.5km となっている。これをメジアン

中央値で示すと 13.3km となり、除雪トラック 1 台当り

の日作業計画距離の代表値として示される。 
② 稼動区間延長 
 一方、実際に稼動した作業区間延長を求めると 4637ｋ
ｍとなり、計画延長の 53％が実稼動されていることが解

った。日稼動延長は 0.1～27.0km、メジアン中央値では

7.1ｋｍが求められた。これにより、同地区の除雪トラッ

ク 1 台当りの日稼動作業延長は 7.1ｋｍ/台が代表値とし

て表される。 
③ 想定除雪量 

想定除雪量は、新雪密度を 0.15g/cm3と仮定し、9時 to 
9 時の日降雪量にプラウの幅（2.35m に仮定）と作業距

離を掛け合わせることで求めた。同地区全路線の新雪除

雪想定量は合計で 2214ｔ/hr・km となり、これを 1 台当

りのトラックに換算した場合、メジアン中央値から 2.7
ｔ/hr・km・台の処理を行っていることが示された。 

④ 除雪作業速度 
  作業速度は1.0～48km/hrの範囲で行われており、メジア

ン中央値から、その代表的速度として14.0km/hrが求めら

れた。これにより、新雪トラック除雪の作業速度は

14.0kmが基準値と考えられる（図3.4）。 

 

４.降雪時に於けるトラック除雪稼動分析 

4－1. 想定除雪量と平均作業速度の偏差値評価 

新雪トラック除雪の稼動分析を行う場合、気象観測記録か

ら「降雪有」のデータを抽出する必要がある。偏差値評価は

沼田＊1らが提唱した手法であり、所定の区域内で行われる除雪

作業を路線ごとに評価することが可能となる。 

ここでは、想定除雪量を新雪密度0.15g/cm3と仮定し、９時

to ９時の日降雪量にプラウの幅（2.35mに仮定）と作業距離を

掛け合わせることで求めることとした。 

偏差値が高い除雪は、それだけ除雪量も大きく作業速度も

高いことを意味する。これらの分析結果は、分布図として表

記できる。第一象限にある作業は除雪量と作業速度が高い作

業を示し、第三象限に表記される作業は逆に低い作業である

ことが視覚的に理解できる。 

 

4－2. 新雪トラック除雪車の作業時間シミュレーションに

ついて 

国道に於ける新雪トラック除雪車の稼動時間分析（年次稼

動分析）から、作業時間 Ts は作業距離 Ls との相関性が高い

（ｒ＝0.9）ことが既往の研究成果（沼田）により得られてい

る。ここでは、日報レベルの詳細なデータを基に、同様の分

析を行った。日報データを基にした分析では、作業時間 Ts と

作業距離Lsとの間には 

Ts＝0.0616*Ls+0.2872（相関係数ｒ＝0.74） 

の関係が成立する。しかしながら相対的に乖離が多く認め

られ、作業距離 Ls から作業時間 Ts を推定するには、他の変

量を考慮すべきと判断される。 

作業時間に影響を与える要素を抽出するために、交通セン

サスデータ、降雪データ、道路構造データ、作業データ等を

加え、重回帰分析（増減法）を行った。このとき、 

 

Ts＝0.071*Ls－0.074*平均速度Vs－0.069*往復回数Rn 

－0.008*交差点数Cn+1.448 (ｒ＝0.872）…（式-1） 

 

が成立する。 

これにより、新雪トラック除雪作業時間Tsは（式-1）によっ

て、ある程度の予測が可能とされる。 
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4－3. 路線別除雪作業速度評価 

 除雪作業速度の高低評価の基準を偏差値50をひとつの

基準に仮定し、50以上を高い路線、50未満を低い路線と

設定した。これらの基準に基づきデータを分別し、詳細

な分析を行った。 

統計量の算出結果により、新雪トラック除雪の作業速

度は14.0kmが基準値と考えられることが判明している。

道道岩見沢地区路線別除雪作業速度比較図（図3.2）には、

作業速度の最大値、最小値、中央値、標準偏差等を表記

している。中央値をその路線の除雪作業速度の代表値と

した場合、基準値14.0kmとの比較から、対象路線の作業

速度の高低が視覚的に判別可能となった。 

 

4－4. 路線別除雪作業速度シミュレーション 

各路線の除雪作業速度の高低評価判別が可能であるか

を、判別分析法によりシミュレーションした。 

判別式は、式-2として示した。 

 

判別関数式＝0.044*区間延長+0.034*車道部幅員－0.02*交差

点数－0.029*除雪計画延長（km）－0.051*作業区間延長

（km）+0.008*作業距離（km）+0.495*作業速度（km/hr）

+0.015*往復回数－降雪深（cm/台）+0.011*想定除雪量 

（ｔ/hr・km・台）－6.528 ・・・（式-2） 

 

式-2の算出値の正負により、除雪作業速度の標準偏差

の高低評価を判別することが可能となる。このとき、シ

ミュレーションの判別的中率は95.5％となった。 

 

4－5. 除雪作業速度に影響を及ぼす要因分析 

作業速度の偏差値評価から50未満の路線（135サンプル）

と50以上の路線（116サンプル）に仕分けした結果、日によ

ってどちらの区分にも該当する路線が存在する一方で、常

に作業速度偏差値が低い路線や高い路線が存在しているこ

とが判明した。例えば、江別奈井江線はそうした路線であ

り、作業速度評価に影響を与える要因として道路構造が影

響しているとは考えにくく、他の要因分析を行う必要があ

ると考えた。そこで、江別奈井江線をケーススタディーとし

てデータを抽出し、主成分分析を行った。その結果、第1主

成分による寄与率が74.2％、第2主成分による寄与率が16.4%

であることが解り、路線データに主たる 特性が認められた。

そこで第1主成分の固有ベクトルや主成分負荷量に着目し何

が作業速度評価を左右するのかを分析した。 

表4.1　新雪トラック除雪の速度偏差値高低評価比較路線分析一覧

速度低下路線度数分布表 高速度路線度数分布表
路線名 度数 相対度数 累積相対度数 路線名 度数 相対度数 累積相対度数

岩見沢月形線 20 0.15 0.15 江別奈井江線 15 0.13 0.13
江別奈井江線 16 0.12 0.27 三笠栗山線 12 0.10 0.23
峯延稔町線 10 0.07 0.34 夕張岩見沢線 11 0.09 0.33
岩見沢石狩線 8 0.06 0.40 岩見沢三笠線 10 0.09 0.41
夕張岩見沢線 7 0.05 0.45 栗沢南幌線 6 0.05 0.47
岩見沢桂沢線 7 0.05 0.50 峯延稔町線 5 0.04 0.51
美唄月形線 6 0.04 0.55 月形峰延線 5 0.04 0.55
上志文四条東線 6 0.04 0.59 岩見沢月形線 5 0.04 0.59
三笠栗山線 6 0.04 0.64 岩見沢桂沢線 5 0.04 0.64
月形峰延線 6 0.04 0.68 開発茶志内線 5 0.04 0.68
中幌向栗沢線 5 0.04 0.72 茂世丑最上線 4 0.03 0.72
美唄富良野線 4 0.03 0.75 美唄三笠線 4 0.03 0.75
美唄三笠線 4 0.03 0.78 美唄月形線 4 0.03 0.78
三笠栗沢線 4 0.03 0.81 月形幌向線 4 0.03 0.82
月形厚田線 4 0.03 0.84 栗丘幌向停車場線 4 0.03 0.85
岩見沢三笠線 4 0.03 0.87 中幌向栗沢線 3 0.03 0.88
茂世丑最上線 3 0.02 0.89 三笠栗沢線 3 0.03 0.91
栗丘幌向停車場線 3 0.02 0.91 月形厚田線 3 0.03 0.93
宝水岩見沢線 2 0.01 0.93 岩見沢石狩線 2 0.02 0.95
美唄達布岩見沢線 2 0.01 0.94 開発峰延線 2 0.02 0.97
月形幌向線 2 0.01 0.96 上志文四条東線 1 0.01 0.97
開発峰延線 2 0.01 0.97 砂川奈井江美唄線 1 0.01 0.98
石狩月形停車場線 1 0.01 0.98 栗沢停車場線 1 0.01 0.99
砂川奈井江美唄線 1 0.01 0.99 栗沢工業団地大和線 1 0.01 1.00
栗沢停車場線 1 0.01 0.99
岩見沢停車場線 1 0.01 1.00 サンプル数 116

サンプル数 135  

表4.2　江別奈井線をケーススタディーとした主成分分析結果

固有値表  固有値  寄与率 累積寄与率

主成分№1 183.893 74.2% 74.2%

主成分№2 40.642 16.4% 90.6%

固有ベクトル 主成分№1 主成分№2

開始時刻 -0.007 0.656

終了時刻 0.056 0.629

1台分の降雪深 0.035 0.413

作業距離 0.996 -0.044

往復回数 0.029 -0.014

実作業時間 0.059 -0.023  

第1主成分の固有ベクトル正値の大小から、除雪作業速度は

作業距離に左右されていることが想定される。しかしながら、

この主たる要因は他の路線でも同様な傾向を示すことから、

次に第2主成分の固有ベクトルに着目した。このとき、開始時

刻・終了時刻・除雪機械1台当たりが処理する降雪量が寄与し

ていることが推定された。 

したがって、作業効率を評価する上で開始時刻（終了時刻

は開始時刻で説明可能と判断）に着目しデータを分別するこ

とが有効であると判断した。 

そこで、江別奈井江線基本データの開始から終了までの
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時刻に着目し検討した結果、朝のラッシュ時にまたがる様

な作業では高速作業を実施しているため、基準値より高い

評価となることが確認された。 

一方、評価の低い作業では日中作業データが多く混入し

ており、除雪機械の除雪能力には余裕があることが認めら

れる。逆に、深夜から早朝にかけた除雪作業では、除雪機

械の除雪能力をフルパワー稼働させている様子が覗える。 

これらの詳細な分析には、今後現地での稼働実態調査を

実施することで確認を行うことが重要となる。 

次に、作業速度評価高低が一方に偏っているケースとし

て栗沢南幌線及び開発茶志内線と美唄富良野線に着目した。

前記 2 路線の作業では、作業速度評価が高い状態を示して

いる。逆に美唄富良野線は低い評価値となっている。その

原因究明の分析には、実際に路線構造や冬期除雪の実態調

査を行う必要があり、今回の使用データの範囲では不明と

なっている。 

 

５. 今後の研究と提案 

 除雪効率を客観的(数値)指標を基に評価し、適正化する

ことは、除雪費用削減の可能性を検討することになる。 

今回の研究により得た知見を基に、さらに詳細な調査や

検討を加えていくことは、増大する除雪費用の健全化につ

ながるものと考える。 

以下は、今後の研究提案について筆者なりにまとめたも

のである。 

 

1） 現地での新雪トラック除雪データの取得・分析 

今回の研究成果により、岩見沢地区の道道の新雪ト

ラック除雪作業速度は 14km/hr である知見を得た。こ

の速度を基準と仮定し、同地区内の新雪除雪作業速度

が相対的に低い① 美唄富良野線、逆に高い② 栗沢南

幌線、ほぼ同一の③ 江別奈井江線 の３ケースをケー

ススタディとして、新雪トラック除雪を対象に稼働記

録を取得・分析し、特性の違いやその原因を詳細に検

討する必要がある。 

 

2） 除雪作業時間に影響を及ぼす要因の特定化 

今回の分析結果から得られた対象路線の標準作業速

度と現地観測による実態速度を比較検討し、作業速度

の高低評価を行う。さらに、それらに影響を与える要

因が何であるかを特定する。 

 

3） 作業開始時刻が及ぼす作業実施内容と作業時間の影響

度評価 

作業開始時刻の違いにより、除雪内容に変化がある

かを現地観測により、その実態を調査するとともに、

それらの実態を把握した上で、作業時間に及ぼす要因

とその影響度等を分析・評価する。その上で、除雪車

の出動・作業実施のタイミングの最適化を検討する。 

 

4） 路線別除雪係数の検討 

種々の分析結果から、路線の除雪作業時間低下要因

を作業効率係数として数値化可能かを検討する。 

 

5) 除雪アンケートの実施 

対象地区の全路線を対象にその作業実態等を除雪業者

からアンケート調査により取得し、作業出動条件を整理

する。 

 

６．結語 

除雪作業時間の予測は、除雪効率の客観的(数値)指標の基

となるものである。特に速度評価は除雪の適正化を目指す上

で重要な要素であり、除雪費用削減へもつながる有益な資料

となる。作業開始時刻の違いが、除雪内容に変化を及ぼすも

のなのかは、現地観測による実態把握が必要である。   

今回の研究にあたり、貴重なデータをご提供下さいました

北海道建設部土木局の皆様に、心より感謝申し上げます。 

 

 

 る。 

 

 

 

 

 

 

 

参考文献：沼田 実；除雪能力を考慮した除雪機械配置の適正化に関する

研究、寒地技術論文・報告集385-362、2000、 
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多機能型排水性舗装の凍結抑制効果に関する一考察 

 
 

山本 靖彦＊1 齊藤 一之＊2 
１．はじめに 

 ポーラスアスファルト舗装（以下，排水性舗装）は，路面

の水はね防止や雨天時の視認性向上に優れた舗装として普及

しており，特に自動車専用道路では表層に適用することによ

って，車両走行の安全面においても有効な舗装として評価さ

れている．また，積雪寒冷地では，表面テクスチャ（路面の

凹凸）を確保することで薄いシャーベットやブラックアイス

バーンの抑制効果が見られるなど，「粗面系」と分類されて

凍結抑制舗装としても期待されてきている 1)． 
一方で，排水性舗装が長年供用されていくうちに，空隙詰

まりによる排水機能の低下に加え，浸透した水分により下層

にはく離が生じることや，修繕時に表・基層の打換えが必要

になること等の不具合も顕在化してきている． 
また，寒冷地では舗装体内に残った水分が気温の低下によ

り氷結することで膨張し，舗装体が破壊するケースも見られ

ている．この現象は 2013年 3月の北海道新聞でも紹介されて
おり，特に札幌市内では路面状況が原因によるパンク処理の

出動回数が前年同期比の 1.5 倍に増える等，車の運転にも支
障を及ぼしていると報じられている． 
このように寒冷地での排水性舗装は耐久性に難点があるた

め，排水機能等の効果は認められるものの採用が控えられる

状況にある．また，排水性舗装は取込んだ水分を直ちに排出

する構造のため，凍結防止剤を散布しても流出しやすく，密

粒度アスコンなどに比べて散布回数が多くなる問題もある． 
これら寒冷地における排水性舗装の問題点を解決し，新た

な凍結抑制舗装及び寒冷地における排水性舗装の代替えとす

るために多機能型排水性舗装を開発し，2013年 9月時点で約
51,000m2の施工を行ってきている． 
 本報文は、この多機能型排水性舗装の実績工事における，

凍結抑制機能の検証結果に関してとりまとめたものである。 
 
２．多機能型排水性舗装の概要 

多機能型排水性舗装は，混合物一層の施工で，表面付近が

寒冷地における排水性舗装（空隙率17％程度）と同等の排水
機能を有し，下部は砕石マスチックアスファルト混合物（以

下、SMA）と同等の防水性能を併せ持つ舗装である（図－1
参照）2)． 
このように一層内に防水機能を有するために下層への浸透

水を防止し，路面性状の回復のための修繕の際には表層のみ

の打換えとなり，二層打換えを抑制できる．また，寒冷期に

散布した凍結防止剤が容易に流出せず，表面付近の空隙と縦

溝に留まるため塩分残存率が高くなり，凍結抑制効果の持続

性がこれまでの密粒度舗装や排水性舗装等に比べて向上する． 
また，寒冷地においては路面から深い位置にまで空隙があ

ると水分の凍結による破損が発生していることから，路面付

近の排水層厚は10mm程度に抑えている．ただ，この厚さで
は所定の浸透水量の確保が懸念されるため，排水機能の向上

を目的として施工時において機械的に粗面仕上げとなるよう

アスファルトフィニッシャの改善を図っている．この専用ア

スファルトフィニッシャの使用により舗装表面に縦溝が形成

され（写真－1参照），排水機能の向上に加えてタイヤ/路面
騒音低減効果や走行時の視認性向上等の新たな効果が生まれ

ている3) 4)． 
 
 
 
 
 
 

図－1 多機能型排水性舗装の構造イメージ 

表－1 多機能型排水性舗装の目標値 

排水性舗装 SMA

　マーシャル突固め回数 （回） 両面50回 両面50回 両面50回

　マーシャル安定度 （ｋN） 5.0以上 3.43以上 5.0以上

　残留安定度 （％） 75以上 75以上 75以上

　カンタブロ損失量 (-20℃)※1 （％） 12以下 20以下 －

　透水係数※2 （cm/sec） 1.0×10-7
以下 1.0×10-2

以上 1.0×10-7
以下

　動的安定度（DS） （回/mm） 6,000以上 3,000以上 3,000以上

　路面のキメ深さ（MPD） （㎜） 1.2以上 － －

　浸透水量 （ml/15sec） 800以上※3 1,000以上 －

　すべり抵抗値（BPN） 60以上 60以上 60以上
※1　寒冷地での使用の場合。一般地域での使用では20℃
※2　加圧透水試験による

※3　空隙率17％の排水性舗装の浸透水量相当

項　　　　　　　　　目
多機能型排水性
社内目標値

参　　　考　　　値

 

 

写真－1 縦溝粗面仕上げの例 

 
 

＊１ ㈱ガイアートT・K 北海道支店、＊２ ㈱ガイアートT・K 技術研究所 

排水機能 

防水機能 
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３．室内における凍結抑制効果の検証 
 多機能型排水性舗装の凍結抑制効果を検証するため，表－

2 に示す合成粒度の混合物を用い，図－2 に示す検討フロー
に従って凍結防止剤残存率の確認試験を実施した．試験結果

について，凍結サイクルと塩分濃度測定結果の関係を図－3

に，凍結サイクルとBPN測定結果の関係を図－4に示す． 
 ここで，多機能型排水性混合物との比較を行うため，排水

性混合物や寒冷地で使用されている細粒ギャップアスファル

ト混合物，機能性 SMA 混合物についても同様の手順で試験
を実施した． 

表－2 多機能型排水性混合物合成粒度 

19.0 13.2 9.5 4.75 2.36 0.6 0.3 0.15 0.075
配合B

（中央粒度）
100.0 97.9 77.7 31.7 22.2 17.6 14.2 10.3 8.5

配　　合
通　過　重　量　百　分　率　（％）

 
粒状の凍結防止剤を30g/㎡で散布

※ WT供試体（300×300㎜）
0.03×0.09㎡=0.027㎏=2.7g

振り子式スキッドレジスタンステスタによりBPNを測定

塩分屈折計により、塩分濃度を測定

-5℃の恒温室（カンタブロ試験室）内で12時間
以上養生する

供試体1枚に対して53g散水する

上記散水完了後、-5℃下で1時間養生する

上記養生完了後、直ちに1℃に設定したWT試験室
に運搬し、1029Nの荷重で30分走行する

上記走行完了後、直ちにBPN及び塩分濃度を測定

を行う

上記測定完了後、2％程度の勾配にして排水する
常温養生

塩分散布

-5℃12hr以上養生

53g散水

-5℃1hr養生

1℃30min走行

塩分濃度及びBPN測定

塩分濃度及びBPN測定

 
図－2 凍結抑制効果の検討フロー 
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図－3 凍結サイクルと塩分濃度測定結果の関係 
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図－4 凍結サイクルとBPN測定結果の関係 

 

図－3より，弊社の化学系凍結抑制舗装において現道にて

凍結抑制効果が有効に得られる塩分濃度基準値1.2％を適用し
た場合，多機能型排水性混合物では8回目のサイクルで基準
値を下回ることに対し，その他の混合物では3回目か4回目の
サイクルで下回っている． 
また，図－4より，細粒ギャップ混合物では塩分濃度が2％
程度でも路面が凍結してBPNが低い値を示すことに対し，路
面のキメが粗い排水性混合物及び機能性SMA混合物では一定
のBPNを維持できている．特に多機能型排水性混合物では，
塩分濃度基準値を上回っているサイクル中ではBPNが50程度
の値を維持できていた． 
以上のことから，多機能型排水性舗装は一般の舗装に比べ

て，凍結防止剤散布回数を半減することができ，走行安全性

を図ることができると考えられる． 
 
４．札幌市豊平区における施工事例 

４－１ 施工直後の路面性状 

 寒冷地における多機能型排水性舗装の機能及び耐久性を検

証するため，札幌市豊平区において施工を行った．施工の概

要を以下に記す．なお，施工箇所は，勾配が約9％程度の坂
道の頂点部付近であった． 
 施   工   日：2011年12月1日 
施工場所：北海道札幌市豊平区西岡（図－5参照） 
 施工面積：284m2 
 施工厚さ：t =30mm（オーバーレイ） 

 
図－5 札幌市豊平区西岡施工箇所 

 先述の通り，勾配が大きい施工箇所であったが，施工後の

縦溝粗面仕上げには問題がなかった（写真－2参照）．また，

混合物及び施工後の路面性状は社内目標値を満足しており

（表－3，4参照），良好な施工が行えた． 

 

写真－2 施工直後の路面状況 
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表－3 混合物性状試験結果 

19.0 13.2 9.5 4.75 2.36 1.18 0.6 0.3 0.15 0.075
配合A

（上方粒度）
100.0 99.8 82.8 34.2 24.1 18.6 14.9 12.2 10.1

100.0 100.0 40.0 29.5 12.5
粒度範囲 〜 〜 〜 〜

90.0 21.0 15.5 6.5

標準 低温

損失量 損失量

（kN） （1/100㎝） （kN） （1/100㎝） （％） （％） （％）

配合A 5.5 8.82 28 7.75 36 87.9 － 10.7

5.0以上 75以上 12以下 12以下

K15

（cm/sec）

社内目標値

1×10-7
以下

1×10-7
以下

安定度
フロー
値

安定度
フロー
値

残留安
定度

水浸マーシャル

配　　合
通　過　重　量　百　分　率　（％）

配合 As量

標準マーシャル カンタブロ試験 透水係数

 
表－4 路面性状試験結果（施工直後） 

路面のキメ深さ 現場透水試験

MPD 浸透水量 BPN
（㎜） （ml/15s） BPN20 μ40 μ60

上り線平均 1.381 1,136 － 0.34 0.31

下り線平均 1.448 993 － 0.31 0.30

平　均 1.415 1,064 － 0.32 0.30

基準値 1.2以上 800以上 60以上

測 定 箇 所

現　　場　　試　　験　　結　　果

すべり抵抗試験

DFTによる動摩擦係

 

４－２ 実道での凍結抑制効果の検証 

実道における多機能型排水性舗装の凍結抑制効果を検証す

るため，札幌市豊平区の施工箇所において凍結抑制効果の調

査を実施した． 
 多機能型排水性舗装と比較対象の一般舗装（細粒ギャップ

アスコン(13F)）に粒状の凍結防止剤を34g/m2 で散布し，1，2，
4，6，21時間後に路面の塩分濃度の測定を行った．塩分濃度
の測定結果を，図－6に示す． 
測定結果より，多機能型排水性舗装と一般舗装ともに散布

直後に溶け出して塩分濃度が上がるが，積雪や車両走行等の

影響を受け，一般舗装では急速に塩分濃度が低下する．これ

に対し，多機能型排水性舗装は表面付近の空隙や縦溝に凍結

防止剤が残存することにより，塩分濃度は緩やかに失われて

いくことがわかる． 
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図－6 路面の塩分濃度測定結果 

また，散布後の路面状況の変化を見てみると，写真－3は
粒状の凍結防止剤散布後24時間経過後の路面であるが，一般
舗装路面に積雪があることに対し，多機能型排水性舗装の路

面にはほぼ積雪が見られない． 
この路面状況は40時間後も同様であり，路面を拡大してみ
ると，写真－4の通り一般舗装は凍結しており2～3mmの氷版
ができていることに対し，多機能型排水性舗装路面は凍結し

ておらず，凍結防止剤が残存していた． 

 
写真－3 散布後24時間経過時路面況 

 
 
 
 
 

写真－4 散布後40時間経過時路面状況 

      （左：一般舗装，右：多機能型排水性舗装） 

 さらに，散布後48時間経過時の路面では，一般舗装は路面
が凍結してブラックアイスバーン状態となっているのに対し，

多機能型排水性舗装では路面が凍結しておらず，骨材がはっ

きり露出していた（写真－5，6参照）． 
この状態は、77時間経過時まで同様な状態となることが確
認されており（写真－7，8参照），現場においても凍結抑制

効果（塩分残存率）が高いことが確認された． 
 以上のことより，一般舗装に比べて多機能型排水性舗装は

凍結防止剤の散布回数を減らせると考えられる．このため，

冬期路面管理費を減らすことが可能となり，一般舗装に対し

て経済的に有利な舗装といえる． 

 

写真－5 散布後48時間経過時路面状況 

 
 
 
 
 

写真－6 散布後48時間経過時路面状況 

      （左：一般舗装，右：多機能型排水性舗装） 
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写真－7 散布後77時間経過時路面状況 

 
 
 
 
 

写真－8 散布後48時間経過時路面状況 

      （左：一般舗装，右：多機能型排水性舗装） 

４－３ 施工後１年６ヶ月経過時の路面状況 
 施工後1年6ヶ月（二冬）経過時において，路面状態の確認
を行った．路面の状況を，写真－9，10に示す． 
 写真－10より，冬期のすべり止め対策として散布される砂

により空隙詰まりを起こしている状況も見られたが，ポット

ホール等のような破損は起こしておらず，縦溝粗面の状態は

維持されていた． 

 

写真－9 1年6ヶ月経過時路面状況 

 
 
 
 
 

写真－10 1年6ヶ月経過時路面状況 

          （左：上り線，右：下り線） 

 また，写真－11に示すように除雪作業における排土板ブレ

ードによると思われる削り傷が見られたが，そこからの骨材

飛散が拡がっている様子は見られず，除雪作業に対する抵抗

性が高いと考えられる． 

 

写真－11 除雪作業で発生したと思われる削り傷痕 

 
５．まとめ 
 今回の調査の結果より，以下のことが言える． 
 ①室内における凍結抑制効果の検証結果により，一般的な

舗装に比べて，高い塩分残存率とすべり抵抗性が確認で

きた． 
 ②実道における凍結抑制効果の検証より，密な路面と比べ，

高い塩分残存率と凍結防止剤の効果持続性が確認できた． 
 ③排水性舗装で発生するような，舗装体内からの破損を抑 

制できる． 
 ④除雪作業によるものと思われる削り傷痕から骨材飛散が

拡散しておらず，除雪作業に対する抵抗性が高いと考え

られる． 
 
６．おわりに 
 今回の凍結抑制検証結果により，室内での凍結抑制効果に

加え，北海道札幌市豊平区の施工箇所における実道での効果

も確認できた．今後，同箇所で引き続き調査を行うとともに，

他の積雪寒冷地域における施工箇所においても多機能型排水

性舗装の機能や耐久性について検証していくよう考えている． 
 
〔参考文献〕 
1)社団法人土木学会 舗装工学委員会，舗装工学ライブラリー

6 積雪寒冷地の舗装（2011） 
2)齊藤：多機能型排水性舗装の開発，第12回北陸道路会議
（2012） 
3)藤本ほか：フル・ファンクション・ペーブ（FFP）の施工
事例，第12回北陸道路会議（2012） 

4）フル・ファンクション・ペーブ－多機能型排水性舗装－，
土木施工（2013.1） 
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地中熱を熱源とした消雪施設の計画と稼働 
 

山口正敏＊1，今田和彦＊1，加藤渉＊1，沼澤喜一＊1，堀野義人＊1 

１．はじめに 

 先の東日本大震災によって引き起こされた東京電力福島第

一原子力発電所事故をきっかけに，夏の冷房や冬の暖房によ

って生じる電力使用のピークを低く抑えるピークカット，ま

た，電力使用の集中する時間帯をずらすピークシフトなど，

日本国内における電力使用のあり方が見直されている．また，

節電意識の周知もあり，現在では，原子力発電に頼ることな

く電力供給が行われている状況にある．しかし反面，火力発

電所の稼働増に伴う化石燃料の消費量増大に拍車をかけてお

り，発電コスト上昇の一端にもなっている．化石燃料の大量

消費に伴う多量の地球温暖化ガスの排出は，環境負荷の増大

を招いていることは否定できない．このような状況を鑑み，

特に近年は，太陽光や風力などの自然エネルギーを利用した

発電による電力供給の取り組みも非常に多く見られる． 

 使用電力の約４割は熱需要として利用されていると言われ

ている．これらの熱需要に対しては，直接の熱利用で対応す

ることにより，大幅な電力使用量の削減につながり，前述の

ような環境負荷の低減に大きく寄与できることになる．再生

可能エネルギーの一つに地中熱が挙げられるが，年間を通じ

て一定温度であるエネルギーを利用しない手は無い．特に，

冬期の安全で快適な通行空間を確保するために，地中熱を熱

源とした消雪施設の計画・施工が随所で見られる．地中熱を

熱源とした場合には，地中の温度が一定であるものの，施設

稼働に伴った地中熱交換器周辺部温度が変化するため，施設

の最適設計に際しては，以下に示す様に，十分な検討が必要

となる． 

 本報では，ボアホール型による地中熱交換器から構成され

た採熱孔を熱源とし，地中熱ヒートポンプを利用した無散水

消雪施設計画の設計フローを示すとともに，実際の稼働状況

についても例示する． 

 

２．施設設計フロー 

 地中熱を熱源とした無散水消雪施設計画のフローを図１に

示す．（１）～（５）に示す各段階を踏まえて計画される． 

 

２-１. 諸条件の整理・確認～基本事項の検討 

はじめに，諸条件（例えば，計画対象範囲，舗装構成など

の道路条件，当該地の気象データ等）を収集・整理する．次

に，これらの諸条件をもとに，基本項目（単位面積当り必要

熱量，放熱管計画）を検討する1）．ここまでのプロセスは，

他の熱源を利用した無散水消雪施設の設計と同じである．こ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の段階で，負荷設備仕様（＝地中熱ヒートポンプ加熱量）が

確定するため，地中熱ヒートポンプの成績係数(COP＝

Coefficient Of Performance）を加味し，地中採熱量が（式

１）により算定出来る． 

 

                 ・・・・（１） 

 

 ここで，   ：地中採熱量[kW] 

        ：地中熱ヒートポンプ加熱量[kW] 

        ：地中熱ヒートポンプ成績係数[-] 

 

 

＊１ 日本地下水開発株式会社 

図１ 地中熱ヒートポンプ方式による設計フロー 

COP

COP
QQb

1


bQ
Q

COP

（１）諸条件の整理・確認

（２）基本項目の検討

（３）シミュレーションによる採熱孔数の決定

（４）機器・採熱孔配置と配管計画

①道路計画（融雪範囲、舗装構成など）の確認
②気象資料の収集・整理
③その他

①単位面積当り必要熱量の算定
②放熱管計画（埋設深さ・間隔、送水量、送水温度など）
③単位長さ当り採熱量を基にした概略孔数の設定
④その他

①アメダス気象データに基づく融雪施設の稼働シミュレーション
→採熱孔出入口温度の時間推移状況確認
②その他

①地中熱ヒートポンプ・採熱孔の配置計画
②配管（熱源配管・融雪配管)ルートの確定
③その他

（５）まとめ

現地調査（TRT)結果
・見掛けの熱伝導率
・平均地温
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このようにして算定された地中採熱量をもとに，採熱孔数を

見積もる．簡易的に既往の文献等を参照し，単位長さ当りの

採熱量を想定し，必要となる地中熱交換器総延長を（式２）

より求める． 

 

                ・・・・・（２） 

 

 ここで，   ：必要となる地中熱交換器総延長[m] 

        ：単位長さ当りの採熱量[W/m] 

 この（式２）で求められた必要となる地中熱交換器総延長

は，計画している設備で要求される負荷を賄うために必要と

なる地中での総延長である．一般的に，地温は地中深くなる

につれ3℃/100ｍ程度の温度上昇が見込まれると言われてい

ることから，消雪用熱源としては，地温が高いほどより効果

的に採熱されることが期待できる．しかし，地中熱交換器と

して利用されるUチューブ仕様（製品長さ）やボーリングマ

シンの掘削能力等から，採熱孔１孔当りの深度は100ｍ/孔で

計画される場合が多い．これより，計画設備に対する概ねの

採熱孔数は，（式３）にて求まる． 

 

                ・・・・・（３） 

 

 ここで，   ：概ねの採熱孔数[孔] 

        ：採熱孔１孔の深度（＝100[ｍ]） 

 この概ねの採熱孔数は，あくまで想定した単位長さ当り採

熱量が確保できる場合に，  孔で計画設備の負荷に対応で

きることを示しているのに過ぎない．日本のように複雑な地

層構成を有した地中からの採熱は，主体となる地層や地下水

の有無，また，その流れの程度により，採熱量は大きく異な

る． 

 

２-２. 現地調査 

 当該地における地下状況（平均地中温度，平均有効熱伝導

率，地中熱交換器の熱抵抗等）を調べるために，熱応答試験

（TRT＝Thermal Response Test）が実施される． 

 現地でのTRT実施概要は図２に示すように，採熱孔完成後

に数日間放置し，試験機と設置済みのUチューブを接続する．

最初にエア抜きを兼ねポンプを運転させ，Uチューブ出入口

がほぼ等しくなったことを確認する．このときの出入口温度

を平均地中温度とする．その後，ヒーターで加熱（地中への

熱インパクト）し，Uチューブ出入口温度データの記録を収

集する．このUチューブ出入口温度データをもとに，平均有

効熱伝導率を評価する．すなわち，地中に埋設されたボアホ

ール型地中熱交換器に，実使用時と同等程度の一定流量を保

ちながら熱媒体を循環させることで，実際の施設稼働時と同

程度の一定の熱負荷を与える．この時の地中熱交換器の出入

口における熱媒体の平均温度の時間変化から，地中熱交換器

周囲の地盤（地中）の平均有効熱伝導率および地中熱交換器

の熱抵抗を推定する2）．詳細な実施方法等については，長野
2）や既往文献３)も合わせて参照頂きたい．近年では，水平型

熱交換器による採熱や，任意の深度における有効熱伝導率を

評価する方法等の提案もあり，これらについては，藤井ら3）

を参照されたい．基本的にボアホール型地中熱交換器で実施

されたTRTにより評価されるのは，掘削した採熱孔深度全体

に対しての平均地中温度および平均有効熱伝導率であり，局

所的な値では無いこと，この現場試験データより評価された

値から，採熱量がどの程度得られるかまでは，この段階で言

及できないことに留意する必要がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地中熱を利用した設備計画を難しくしているのは，前述し

たように，設備稼働に伴う地中温度の変化状況が手動計算で

は対応できず，設備条件を満足出来るかの判定が出来ないこ

とであると言えよう．よって，これに対応するためには，設

備の負荷条件（負荷変動や稼働時間等），当該地の地下条件

（平均地中温度，平均有効熱伝導率）を加味したシーズンを

通じてのシミュレーションにより，最適な採熱孔数を決定す

る必要がある． 

 

２-３. シミュレーションによる採熱孔数の決定  

 採熱孔数の決定については，地中熱ヒートポンプ特性や施

設稼働の推移状況などの判定条件を踏まえて決定される必要

がある．これには，シミュレーションが必須であり，アメダ

ス気象データ等を利用し要求する負荷変動を想定し，この時

の地中温度変化をシミュレートする．初めに，アメダス気象

データから，冬期間（12月上～翌年3月末）までの121日間を

対象に，日毎の稼働時間を設定する（図３）．この日当り稼

働時間は，無散水消雪施設の稼働条件としての平均的なシー

ズンの降雪および気温の変化等が加味された時間設定である．

この時，地中熱ヒートポンプから採熱孔への循環液温度（＝

L

b
b q

Q
L 

bL
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図２ TRT概要 
bN
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採熱管入口温度）変化は，図４の様にシミュレートされる．

地中熱ヒートポンプの加熱能力は，この期間で最も低くなっ

た採熱管入口温度（＝地中熱ヒートポンプの熱源ブライン出

口温度）の時に，必要とされる加熱量を満足する必要がある

ため（図５），この時に，見積った採熱孔数が本設備計画を

満足する孔数であると決定される．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２-４.機器・採熱孔配置と配管計画 

 採熱孔数の決定後，地中熱ヒートポンプや採熱孔の配置，

配管ルートについて検討し，地中熱ヒートポンプ方式による

無散水消雪施設仕様について取りまとめる．採熱孔数が複数

となる場合には，計画地状況に応じて，孔間の離れを確保で

きるかなどの吟味も検討する必要がある． 

 

３．施設稼働の事例 

３－１． 気象概況 

 施設稼働の一例として，秋田市内における地中熱ヒートポ

ンプ方式での稼働状況を以下に示す．昨冬期（2012～2013冬

期）は，降雪初期より短期的に集中した降雪が随所に見られ，

加えて低温で推移したこともあり，最大積雪深も例年を３倍

ほど上回る60ｃｍを超える状況となり，近年に見られない大

雪となった．観測は，2013.1.23～2013.3.24を対象に観測を

行った．前述したように，秋田市では2012.12月中旬より降

雪が見られ，観測前からも施設稼働が頻繁に行われていたも

のと考えられる（図６）． 

 

３―２． 地中温度変化 

 図７には，採熱孔内に設置された深度100ｍにおける地中

温度変化と採熱孔出入口温度差および流量をもとに算出した

単位長さ当り採熱量の推移状況を示す．前述のように，例年

以上に厳しい稼働条件であったことから，地中へ大きな負荷

が発生した結果，地中温度がマイナス温度で推移する状況が

見られた．ヒートポンプユニットの稼働が停止すると地中か

らの採熱も行われなくなるため，この時，地中温度が急激に

上昇する状況が確認でき，当該地では，周辺地盤からの熱供

給が絶えず行われているものと推測される．また，採熱孔内

に埋設された温度センサーは，地中の熱交換器であるUチュ

ーブに沿わせて設置してあるため，観測対象期間において地

中温度がマイナスで推移した期間において，仮に地中の凍結

が起こっても，このUチューブの極近傍に限られるものと推

察される． 

 単位長さ当り採熱量は，3月上旬までは平均して40W/m程度，

3月以降に地中温度がプラス域で推移する頃になると同70～

80W/mと大幅に増加する状況が見られた．周辺地盤からの熱

供給が豊富で地中温度がプラス域で推移するような状況では，

より多くの採熱が見込め，効率的な稼働を行うことが出来る

と言える． 
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図３ （設計例）日当り稼働時間の想定 

図４ （設計例）採熱管出入口液温変化 
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４．まとめ 

 本報では，近年，再生可能エネルギーとして注目を集めて

いる地中熱を熱源とした無散水消雪施設計画フローを紹介す

るとともに，実際に運用されている施設の稼働状況について

の一例を示した．このような地中熱を利用した施設計画・運

用の一助となれば幸いである． 
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図６ 気象推移状況 

図７ 地中温度および採熱量推移状況 

図８ 施設稼働状況 
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